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１　調査の目的

通信産業は、我が国の社会経済活動や国民生活に大きな影響を及ぼすとともに、電気通信の自由化や多

メディア・多チャンネル化の進展等により発展拡大を続けており、今後とも情報化時代におけるリーディ

ング産業として大きな役割を果していくことが期待されている。

そこで、通信産業における事業運営動向、内部構造等の実態を的確に把握し、総合的な通信行政の企画

推進のための基礎資料とするため、総務庁承認統計調査として実施したものである。

なお、本調査は平成６年度より開始し、今回が５回目である。

２　調査の方法

（１）調査対象業種：電気通信事業、民間放送事業、ケーブルテレビ事業

（２）調査方法

ア　方式 郵送によるアンケート方式

イ　把握時 平成１０年１２月１日又は調査日直前の決算日現在

ウ　地域 全国

エ　単位 企業

オ　系統 郵政本省－地方電気通信監理局－対象

（３）調査実施時期：平成１０年１２月

（４）調査項目

ア　財務の状況

イ　従業者雇用等の状況

ウ　今後の事業展開

３　回収状況

４　留意事項

（１）本報告書において「ＮＣＣ」とは、ＮＴＴ（日本電信電話㈱のみ）及びＫＤＤ以外の第一種電気通信

事業者（ＮＴＴ移動通信網㈱等を含む）としている。また、「民間放送事業」とは、地上放送（コミュ

ニティ放送を含む）及び衛星放送（ＢＳ、ＣＳ）としている。

（２）調査対象業種のうち、一般第二種電気通信事業は資本金３千万円以上の株式会社を、ケーブルテレビ

事業は引込端子数１万以上の株式会社を調査対象としている。

（３）ＮＨＫ（日本放送協会）及び放送大学学園は本調査の調査対象とはしていないが、ＮＨＫについては

関連する個所において計上してある。

発送数 回収数 回収率
1,265 577 45.6

第一種電気通信事業 157 149 94.9
特別第二種電気通信事業 78 43 55.1
一般第二種電気通信事業 1,030 385 37.4

656 580 88.4
民間放送事業 424 372 87.7
ケーブルテレビ事業 232 208 89.7

1,921 1,157 60.2

〔単位：社、％〕

放送事業

合 計

事 業 区 分

電気通信事業
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５　用語の定義

（１）売上高営業利益率 ＝ ×１００

（２）売上高減価償却比率 ＝ ×１００

（３）売上高外注費比率 ＝ ×１００

（４）売上高支払利息比率 ＝ ×１００

（５）売上高人件費比率 ＝ ×１００

（６）付加価値率 ＝ ×１００

＊付加価値額＝営業純益＋人件費＋支払利息・割引料＋動産不動産賃借料＋租税公課

（７）労働生産性 ＝

（８）労働分配率 ＝ ×１００

売　　　上　　　高

営　　業　　利　　益

売　　　上　　　高

減価償却費

売　　　上　　　高

外　　　注　　　費

売　　　上　　　高

支払利息・割引料

売　　　上　　　高

人　　　件　　　費

売　　　上　　　高

付加価値額

均）従業者数（前当期末平

付加価値額

付加価値額

人　　　件　　　費



Ⅱ 概 要
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１　経営組織の状況

（１）経営形態

通信産業全体でみると、事業者の９９．６％は「株式会社」となっている。株式会社以外には、第一

種電気通信事業で市町村団体が１社、民間放送事業で学園他財団法人が３社となっている。

（２）親会社の有無

通信産業全体で親会社のある企業は２４．３％であるが、事業区分別にみると電気通信事業が３８．

３％であるのに対して、放送事業は１２．５％と大きな違いがでてくる。特に特別第二種電気通信事業

では６０．８％と高く、ケーブルテレビ事業では、８．８％となっている。

（３）子会社・関連会社の状況

子会社・関連会社を持つ企業は通信産業全体では２８．８％である。このうち、特別第二種電気通信

事業では３７．３％、民間放送事業では３８．９％と高く、ケーブルテレビ事業は９．０％と最も低い。

１事業者当たりでは、子会社を約９社保有している（表Ⅲ－１１参照）。業種別では、特別第二種電気

通信事業者が約５０社と最も多く、民間放送事業は約６社と最も少ない。

子会社の分野別の状況では、「情報サービス業」１５．５％、「映画・ビデオ制作業」９．２％、「電気

通信業」９．６社等、様々な分野に及んでいる。
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２　通信産業の事業別売上高

通信産業全体（ＮＨＫを含む。）の売上高（１，０１３社）の平成９年度実績額は、１７兆３，９９６億

円、平成１０年度計画額は１７兆９，２４８億円で、全産業の平成１０年度の売上高の見通しが１．４％

減（「大蔵省景気予測調査（平成１１年２月調査）」）であるのに対して、通信産業は対前年度比３．０％増

の見込みであり、堅調に伸展するものとみられる。

電気通信事業における平成９年度実績額は４６２社で１４兆９５９億円で、平成１０年度計画額におい

ても、対前年度比４．０％増の伸びが見込まれている。

また、放送事業（ＮＨＫを含む。）における平成９年度実績額は５５１社で３兆３，０３７億円となって

いる。

事業者
数 実績額 前年度比 計画額 前年度比

1,013 17,399,572 7.9 17,924,810 3.0
電気通信事業 462 14,095,922 9.5 14,659,924 4.0
放送事業 551 3,303,650 1.4 3,264,886 -1.2

表Ⅱ－1　通信産業全体の売上高〔単位：社、百万円、％〕

通信産業

平成9年度実績 平成10年度計画
事業区分
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第一種電気通信事業の平成９年度実績額は１３兆２，７７０億円、平成１０年度計画額は１３兆７，６８

９億円で対前年度比３．７％増となっている。

ＮＴＴの平成９年度実績額は６兆３，２２３億円、平成１０年度計画額の対前年度比は２．１％減である

のに対して、ＮＣＣ等は平成９年度実績額６兆９．５４６億円、平成１０年度計画額の対前年度比は８．９％

増の見込みとなっている。

第二種電気通信事業では、平成１０年度計画額の対前年度比８．８％増が見込まれている。

放送事業の売上高は平成９年度実績額２兆６，９０７億円（ＮＨＫを含めると３兆３，０３７億円）、平成

１０年度計画額は対前年度比１．９％減（ＮＨＫを含めると１．２％減）となっている。

民間放送事業の平成９年度実績額は、２兆５．５９０億円、平成１０年度計画額の対前年度比は２．７％

減となっている。

ケーブルテレビ事業の平成９年度実績額は１，３１７億円で、平成１０年度計画額の対前年度比は１４．

３％増の伸びとなっている。

事業者
数 実績額 前年度比 計画額 前年度比

放送事業 550 2,690,693 1.4 2,640,199 -1.9
民間放送事業 348 2,558,959 0.6 2,489,658 -2.7
ケーブルテレビ事業 202 131,734 3.5 150,541 14.3

612,957 4.3 624,687 1.9

表Ⅱ－3　放送事業の売上高〔単位：社、百万円、％〕

（参考）NHK

事 業 区 分
平成9年度実績 平成10年度計画

事業者
数 実績額 前年度比 計画額 前年度比
462 14,095,922 9.5 14,659,924 4.0
149 13,276,988 9.5 13,768,936 3.7

NTT 1 6,322,344 -0.8 6,192,000 -2.1
NCC等 148 6,954,644 20.9 7,576,936 8.9

313 818,934 9.2 890,988 8.8

電気通信事業
第一種電気通信事業

第二種電気通信事業

表Ⅱ－2　電気通信事業の売上高〔単位：社、百万円、％〕

事業区分
平成9年度実績 平成10年度計画
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３　サービス別売上高

電気通信関係では提供サービスの種類が多様化しているが、第一種電気通信事業においては「電話」が

４９．９％、「携帯・自動車電話」が２７．９％で、この２種類のサービスで第一種電気通信事業の売上の

７割以上を占めている。

特別第二種電気通信事業においては、主なものとしては、「パケット交換」２２．７％、「インターネッ

ト接続サービス」２２．１％、「専用」１３．２％、「パソコン通信」７．３％、「ファイル転送」４．１％

であり、これらのサービスで売上の約７割を占めている。一般第二種電気通信事業では「インターネット

接続サービス」が２３．８％であるほか、「専用．１５．０％、「内線電話」９．６％、「パケット交換」８．

８％、「ファクシミリ伝送」８．７％が主なものである。

民間放送事業では「テレビ放送」が８４．６％と圧倒的に多く、「ラジオ放送」によるものは１０．４％

となっている。ケーブルテレビ事業では「ベーシック・サービス」が５８．４％と過半数を占め、「難視聴

用再送信」が８．７％、また個別有料の「ペイ・サービス」は７．８％となっている。
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４　財務の状況

通信産業全体の売上高営業利益率は、平成７年度から平成９年度までの３か年において、平成７年度６．

７％、平成８年度５．２％、平成９年度１４．９％となっており、全産業（大蔵省「法人企業統計調査」

による。以下同じ。）の売上高営業利益率と対比すると（全産業では平成７年度２．４％、平成８年度２．

４％、平成９年度２．３％）、全産業における売上高営業利益率が２％台前半であるのに比べ、５％台から

１４％台と高い水準にある。

また、企業活動により新たに生み出した価値の生産状況について、通信産業の付加価値率をみると、平

成７年度３４．２％、平成８年度２５．９％、平成９年度２８．６％と低下傾向にあるが、全産業の１８％

台に比べ（平成７年度１８．７％、平成８年度１８．６％、平成９年度１８．８％）依然通信産業は高い

水準となっている。

なお、通信産業の売上高人件費比率をみると、平成７年度２１．３％、平成８年度１７．４％、平成９

年度１６．４％と年々低下している。



8

５　従業者雇用等の状況

通信産業全体に携わる従業者総数は、平成９年度末において９６４社で２６万５，１７６人となってい

る。電気通信事業に携わる従業者総数は、平成９年度末において４２８社２１万８６４人で、電気通信事

業全体では減少しているが、ＮＣＣは増加している。

放送事業に携わる従業者総数（ＮＨＫを含む。）は、平成９年度末において５３６社で５万４，３１２人

で、放送事業全体では増加傾向にある。

平成8年度 平成9年度
298,007 265,176

4.4 -11.0
246,467 210,864

4.1 -14.4
217,153 183,227

-0.6 -15.6
188,479 150,465

-1.7 -20.2
28,674 32,762

7.1 14.3
29,314 27,637

59.3 -5.7
15,592 4,429
102.5 -71.6

13,722 23,208
28.2 69.1

51,540 54,312
6.0 5.4

32,978 35,580
6.2 7.9

5,703 5,970
22.9 4.7

12,859 12,762
-0.5 -0.8

5,322万人 5,391万人
1.1 1.3

特別第二種電気通信事業

注2　第二種電気通信事業及びケーブルテレビ事業については、平
成8年度に調査対象を変更しているため、同年度の対前年度比につ
いては参考値。

注1　通信産業は年度末、全産業は年平均。全産業は、総務庁「労
働力調査報告」による。

一般第二種電気通信事業

全産業

放送事業

民間放送事業

ケーブルテレビ事業

NHK

第一種電気通信事業

NTT・KDD

NCC

第二種電気通信事業

表Ⅱ－4　従業者数の推移〔単位：人、下段は対前年度比（％）〕
事業区分

電気通信事業

通信産業全体
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６　国際化の動向等

（１）外資の参入状況

資本金に外資を含む企業は、通信産業全体で８．１％である。事業区分別にみた場合、特別第二種電

気通信事業が最も多く４８．６％、次いで第一種電気通信事業の１４．７％となっている。

外資の額の比率は、通信産業全体で１８．１％である。事業区分別では、特別第二種電気通信事業が

３０．４％、民間放送事業１６．２％、ケーブルテレビ事業４２．８％となっている。

（２）海外における現地法人

海外に現地法人（子会社・関連会社）を有しているのは通信産業全体で５．１％となっている。事業

区分別にみると、特別第二種電気通信事業は３１．４％であり、以下第一種電気通信事業７．９％、一

般第二種電気通信事業７．５％の順になっている。

（３）海外企業との業務提携

海外企業と業務提携している企業は通信産業全体で９．９％となっている。事業別にみると、特別第

一種電気通信事業では６１．１％となっており、最も提携に積極的である。以下、民間放送事業の１４

３％、一般第二種電気通信事業の５．９％となっている。

これら海外企業と提携している企業のうち、９６社について業務提携の理由をみると、「戦略的提携」

が３４．４％と番多く、次いで「映画・ビデオ制作・配給」の２４．０％、「技術提携」が１２．５％、

「通信ソフトウェア導入」の９．４％となっている。

事業区分別では、第一種電気通信事業では「戦略的提携」が５７．１％と圧倒的に多く、「技術提携」

は２８．６％である。第二種電気通信事業では「戦略的提携」と「技術提携」が多くなっている。

民間放送事業では、「映画・ビデオ・配給」４５．８％、「戦略的提携」１４．６％である。
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７　事業運営上の課題

（１）通信産業全体

事業運営上の課題について、通信産業全体では、「収益力の強化」８５．７％、次いで「財務体質の

強化」３７．３％となっており、「収益力の強化」を揚げる事業者の比率が極めて高くなっている。

（２）電気通信事業

各業種とも「収益力の強化」が最も多くなっている。その他の項目についてみると、第一種電気通

信事業では「財務体質の強化」４３．１％、「マーケティング力の強化」３６．２％及び「合理化・

省力化」３３．１％が大きい。

特別第二種電気通信事業においては、「マーケティング力の強化」が５２．９％と高い比率を示して

いるほか、「生産性の向上」３５．３％、「財務体質の強化」３２．４％、「合理化・省力化」２６．

５％の順となっている。

一般第二種電気通信事業においては、「マーケティング力の強化」３８．４％、「生産性の向上」２

７．４％の順となっている。なお、「マーケティング力の強化」は、電気通信３事業に共通して高い

比率を示しており、シェアの拡大をめぐる事業者間の競争と進展を反映しているものとみられる。

（３）放送事業

民間放送事業では「収益力の強化」が９１．１％と極めて高く、次いで「財務体質の強化」４５．

０％、「合理化・省力化」３５．７％と高い比率となっている。

ケーブルテレビ事業では、「収益力の強化」が８７．４％と多いほか、「財務体質の強化」４３．９％、

「マーケティング力の強化」３７．４％、「設備の高度化」３６．４％となっている。「この分野にお

いては事業展開において初期投資が大きいことや、「設備の高度化」への対応の必要性が高いことな

どが関連しているものと思われる。
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８　今後の事業展開

各業種において、新たに展開したい事業として最も高い割合を示しているのが「インターネットサービ

ス」であり、通信産業全体で５１．８％となっている。

（１）第一種電気通信事業

「インターネットサービス」が３７．０％と最も多く「情報処理・提供サービス」と「福祉関連サー

ビス」２８．４％、「医療関連サービス」２３．５％、「教育関連サービス」１９．８％と続く。

（２）特別第二種電気通信事業

「インターネットサービス」５０．０％、次いで「国際通信」３９．３％と続き、「コンサルティング」、

「オンラインショッピング」、「情報処理・提供サービス」が２０％台と多種な業種に関心が高い。

（３）一般第二種電気通信事業

「コンサルティング」４２．９％が最も多く、「情報処理・提供サービス」、「インターネットサービス」

及び「ソフトウェアの開発・販売」がいずれも３０％台と高い関心がある。

（４）民間放送事業

「映像ソフトの制作・販売．５０．０％が一番関心の高い事業である。次いで、「インターネットサー

ビス」４２．６％が高い。

（５）ケーブルテレビ事業

「インターネットサービス」８６．８％が最も高く、次いで「福祉関連サービス」３９．２％、「医療

関連サービス」３０．７％、「電話業」２４．３％の順に関心が高くなっている。
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Ⅲ 調 査 結 果
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１　事業運営状況

（１）資本金

資本金別にみた事業者数は、１億円以上の事業者が電気通信事業で７３．３％、放送事業で８４．８％

を占めている、特に、第一種電気通信事業では、１億円未満はわずか１社であるが、一般第二種電気通

信事業では１億円未満のものが３９．６％である。

（２）外資導入

資本金に外資を含む企業は、通信産業全体で８．１％である。事業区分別にみた場合、特別第二種電

気通信事業が最も多く４８．６％、次いで第一種電気通信事業の１４．７％となっている。ケーブルテ

レビ事業はわずかに３社、１．５％である。（表Ⅲ－２参照）

外資ありの企業の外資比率は通信産業全体で１８．１％である。事業区分別では、特別第二種電気通

信事業が３０．４％と高いが、電気通信事業全体では１８％であり、民間放送事業は１６．２％、ケー

ブルテレビ事業は４２．８％と高い（表Ⅲ－３参照）

第一種 特別二種 一般二種 民間放送 ケーブル
1,018 465 136 36 293 553 353 200
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

3百万円以上 1 － － － － 1 1 －
1千万円未満 0.1 0.2 0.3
1千万円以上 18 5 － 5 － 13 9 4
3千万円未満 1.8 1.1 13.9 2.4 2.5 2.0
3千万円以上 67 55 － － 55 12 9 3
5千万円未満 6.6 11.8 18.8 2.2 2.5 1.5
5千万円以上 122 64 1 2 61 58 55 3

1億円未満 12.0 13.8 0.7 5.6 20.8 10.5 15.6 1.5
1億円以上 192 93 19 7 67 99 88 11
3億円未満 18.9 20.0 14.0 19.4 22.9 17.9 24.9 5.5
3億円以上 164 50 14 3 33 114 66 48
5億円未満 16.1 10.8 10.3 8.3 11.3 20.6 18.7 24.0
5億円以上 111 27 7 2 18 84 48 36

10億円未満 10.9 5.8 5.1 5.6 6.1 15.2 13.6 18.0
10億円以上 259 107 59 9 39 152 64 88
50億円未満 25.4 23.0 43.4 25.0 13.3 27.5 18.1 44.0
50億円以上 25 18 10 1 7 7 5 2

100億円未満 2.5 3.9 7.4 2.8 2.4 1.3 1.4 1.0
100億円以上 41 31 21 2 8 10 6 4
500億円未満 4.0 6.7 15.4 5.6 2.7 1.8 1.7 2.0
500億円以上 9 7 4 － 3 2 2 －

1000億円未満 0.9 1.5 2.9 1.0 0.4 0.6
9 8 1 5 2 1 － 1

0.9 1.7 0.7 13.9 0.7 0.2 0.5

1000億円以上

電気通信
事業

放送事業区 分

表Ⅲ－1　資本金別事業者数の状況（N＝1,018） 〔単位：社、％〕

全 体

合 計
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（３）経営組織

ア　経営形態

通信産業全体でみると、事業者の９９．６％は、「株式会社」となっている。特別第一種電気通信事

業、一般第二種電気通言事業及び民間放送事業は１００％、第一種電気通信事業が９９．３％、民間

放送事業が９９．２％と大部分が株式会社である。

事業者数
1,019 83 (8.1) 936 (91.9)

466 52 (11.2) 414 (88.8)
第 一 種 電 気 通 信 事 業 136 20 (14.7) 116 (85.3)
特別二種電気通信事業 37 18 (48.6) 19 (51.4)
一般二種電気通信事業 293 14 (4.8) 279 (95.2)

553 31 (5.6) 522 (94.4)
民 間 放 送 事 業 353 28 (7.9) 325 (92.1)
ケ ー ブ ル テ レ ビ 事 業 200 3 (1.5) 197 (98.5)

表Ⅲ－2　外資の有無（N＝1,019）　　　〔単位：社、％〕

電 気 通 信 事 業

放 送 事 業

事 業 区 分
全 体

外資なし外資あり

外資あり 資本金合計 外資合計 外資比率
83 2,227,304 403,294 18.1
52 2,065,179 371,685 18.0

第 一 種 電 気 通 信 事 業 20 1,078,968 98,285 9.1
特 別 二 種 電 気 通 信 事 業 18 863,370 262,154 30.4
一 般 二 種 電 気 通 信 事 業 14 122,841 11,246 9.2

31 162,125 31,610 19.5
民 間 放 送 事 業 28 141,900 22,955 16.2
ケ ー ブ ル テ レ ビ 事 業 3 20,225 8,654 42.8

表Ⅲ－3　外資の比率（N＝83）　　〔単位：社、百万円、％〕
事 業 区 分

全 体

放 送 事 業

電 気 通 信 事 業

事
業
者
数

株
式
会
社

有合合
限資名

会
社

　
学
校
法
人
等

　
財
団
・
医
療
・

法
人
そ
の
他
の
法
人

　
任
意
の
組
合

　
任
意
の
団
体
・

　
法
人
格
の
な
い

法
人
で
な
い
団
体

個
人
経
営

1,022 1,018 0 3 1 0
(100.0) (99.6) (0.0) (0.3) (0.1) (0.0)

468 467 0 0 1 0
(100) (100) (0.0) (0.0) (0.2) (0.0)
137 136 － － 1 －

(100.0) (99.3) (0.0) (0.0) (0.7) (0.0)
特別二種電気通信事業 37 37 － － － －
一般二種電気通信事業 294 294 － － － －

554 551 － 3 － －
(100.0) (99.5) (0.0) (0.5) (0.0) (0.0)

354 351 － 3 － －
(100.0) (99.2) (0.0) (0.8) (0.0) (0.0)

ケ ー ブ ル テ レ ビ 事 業 200 200 0 0 0 0

民間放送事業

表Ⅲ－4　経営形態（N＝1,022）　　〔単位：社、％〕

事業区分

全体

電気通信事業

第一種電気通信事業

放送事業
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イ　親会社の有無

通信産業全体で親会社がある企業は、２４．３％であるが、事業区分別にみると電気通信事業が３

８．３％であるのに対して、放送事業はわずか１２．５％と大きな違いが出ている。特に特別第二種

電気通信事業では６４．９％であるが、ケーブルテレビ事業では８．８％の企業しか親会社が存在し

ない。

ウ　親会社の所在地、業種、出資比率

親会社の所在地について回答のあった２４４社をみると、親会社が国内にあるものが２３１社、海

外が１３社となっている、このうち国内の親会社の所在地では、関東地域が６７．５％と半数以上を

占め、関東、東海、近畿の３地域で８５．３％である．電気通信事業は関東、近畿、東海の順に多い

が、放送事業では、関東、東海、近畿の順になっている。

関東にある親会社の内、９２．３％は東京に集中している。

事業者数
1,018 247 (24.3) 771 (75.7)

465 178 (38.3) 287 (61.7)
第 一 種 電 気 通 信 事 業 135 36 (26.7) 99 (73.3)
特別二種電気通信事業 37 24 (64.9) 13 (35.1)
一般二種電気通信事業 293 118 (40.3) 175 (59.7)

553 69 (12.5) 484 (87.5)
民 間 放 送 事 業 353 31 (8.8) 322 (91.2)
ケ ー ブ ル テ レ ビ 事 業 200 38 (19.0) 162 (81.0)

放 送 事 業

電 気 通 信 事 業

親会社あり

表Ⅲ－5　親会社の有無（N＝1,018）　　〔単位：社、％〕

親会社なし事 業 区 分
全 体

東
京

う
ち

6 6 156 (144) 5 8 21 20 2 1 4 2 231
6 4 111 (102) 3 7 12 15 2 1 － 2 163

第 一 種 電 気 通 信 事 業 － － 32 (32) － － 1 2 － － － － 35
特別二種電気通信事業 － － 9 (9) － 3 － － － － － － 12
一般二種電気通信事業 6 4 70 (61) 3 4 11 13 2 1 － 2 116

－ 2 45 (42) 2 1 9 5 － － 4 － 68
民 間 放 送 事 業 － 1 24 (23) 1 － 1 3 － － 1 － 31
ケ ー ブ ル テ レ ビ 事 業 － 1 21 (19) 1 1 8 2 － － 3 － 37

放 送 事 業

電 気 通 信 事 業

中
国

四
国

北
海
道

東
北

全 体

表Ⅲ－6　親会社の所在地・国内（N＝231）　　　　　〔単位：社〕
九
州

信
越

北
陸

東
海

近
畿

合
計事 業 区 分

沖
縄

関
東

事 業 区 分

米
国

カ
ナ
ダ

ヨ
ー

ロ

ッ
パ

ア
ジ
ア

中
南
米

オ
セ
ア
ニ
ア

ア
フ
リ
カ

中
東
・

合
計

全 体 8 － 4 1 － － － 13
第 一 種 電 気 通 信 事 業 1 － － － － － － 1
特 別 第 二 種 電 気 通 信 事 業 7 － 4 1 － － － 12
一 般 第 二 種 電 気 通 信 事 業 － － － － － － － －
民間放送・ケーブルテレビ事業 － － － － － － － －

表Ⅲ－7　親会社の所在地・海外（N＝13）　　〔単位：社〕
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親会社の業種については、事業別にみると、電気通信事業では親会社が「電気通信事業」であるケ

ースが最も多い。また、一般第二種電気通信事業は多業種に分散している。一方、放送事業について

は、民間放送事業は多業種に分散しているが、ケーブルテレビ事業はケーブルテレビ業に親会社が集

中する傾向が見られる。

次に、親会社の出資比率をみると、通信産業全体では７６．６％となっている。個別事業でみると、

特別第二種電気通信事業は、９０％を超えているのに対し、その他は７５％以下である。

エ　子会社、関連会社の有無

子会社、関連会社有りとする企業は通信産業全体で２８．８％、電気通信事業２９．７％、放送事

業２８．１％で大きな違いはないが、電気通信事業では特別第二種電気通信事業は他が３０％以下で

あるのに対し、３７．８％とやや多い。

放送事業では、民間放送事業が３８．９％とケーブルテレビ事業の９％を大きく上回っている。（表

Ⅲ－１０参照）

これら子会社、関連会社がある２９１社のうち子会社、関連会社の業種、会社数の回答のあった２

８５事業者について、その内訳を表Ⅲ－１１に示す。通信産業全体では、子会社、関連会社は２，６

４４社を有している、１事業者当たりでは子会社、関連会社は９．３社ある、このうち、１００％子

会社は、子会社全体の４５．６％を占めている。

業種別の子会社・関連会社数は電気通信事業では、情報サービス業」、「電気通信業」、「不動産業」

の順に多いのに対し、放送業では、「映画・ビデオ制作業」、「電気通信業」、「広告業」の順になって

いる。

建
設
業

不
動
産
業

電
気
通
信
業

放
送
業

テ
レ
ビ
業

ケ
ー

ブ
ル

リ
ー

ス
業

制
作
業

映
画
・
ビ
デ
オ

広
告
業

情
報
サ
ー

ビ
ス
業

そ
の
他

合
計

2 1 70 8 14 － 1 2 23 124 245
1 － 68 1 1 － 1 － 21 84 177

第 一 種 電 気 通 信 事 業 － － 28 － 1 － － － － 7 36
特 別 二 種 電 気 通 信 事 業 － － 13 － － － － － 3 7 23
一 般 二 種 電 気 通 信 事 業 1 － 27 1 － － 1 － 18 70 118

1 1 2 7 13 － － 2 2 40 68
民 間 放 送 事 業 1 1 － 7 － － － 2 2 18 31
ケ ー ブ ル テ レ ビ 事 業 － － 2 － 13 － － － － 22 37

電 気 通 信 事 業

放 送 事 業

表Ⅲ－8　親会社の業種（N＝245）　　　　〔単位：社〕

事業区分

全 体

事業者数 資本金合計 親会社の出資金 出資比率
232 591,443 453,335 76.6
170 511,250 398,340 77.9

第 一 種 電 気 通 信 事 業 33 192,784 131,489 68.2
特 別 二 種 電 気 通 信 事 業 24 179,634 167,629 93.3
一 般 二 種 電 気 通 信 事 業 113 138,832 99,222 71.5

62 80,193 54,995 68.6
民 間 放 送 事 業 29 20,848 14,290 68.5
ケ ー ブ ル テ レ ビ 事 業 33 59,345 40,705 68.6

表Ⅲ－9　親会社の出資比率　　　　〔単位：社、百万円、％〕
事 業 区 分

全 体

放 送 事 業

電 気 通 信 事 業
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事業者数

1,011 291 (28.8) 720 (71.2)
462 137 (29.7) 325 (70.3)

第 一 種 電 気 通 信 事 業 136 36 (26.5) 100 (73.5)
特別二種電気通信事業 37 14 (37.8) 23 (62.2)
一般二種電気通信事業 289 87 (30.1) 202 (69.9)

549 154 (28.1) 395 (71.9)
民 間 放 送 事 業 350 136 (38.9) 214 (61.1)
ケ ー ブ ル テ レ ビ 事 業 199 18 (9.0) 181 (91.0)

表Ⅲ－10　子会社、関連会社の有無（N＝1,011）〔単位：社、％〕

事 業 区 分

全 体
電 気 通 信 事 業

放 送 事 業

子会社、関連会社
がある

子会社、関連会社
はない

事業
者数

親会社の出資比率

建
設
業

不
動
産
業

電
気
通
信
業

放
送
業

　
　
テ
レ
ビ
業

ケ
ー

ブ
ル

リ
ー

ス
業

　
　
　
製
作
業

映
画
・
ビ
デ
オ

広
告
業

　
サ
ー

ビ
ス
業

情
報

そ
の
他

合
計

100% 11 58 141 2 1 8 69 24 164 737 1,215
50％超～100％未満 44 30 45 4 15 4 85 15 72 244 558
20％以上～50％以下 10 35 70 11 9 6 90 76 177 407 891

合 計 65 123 256 17 25 18 244 115 413 1,388 2,664
100% 10 48 39 0 1 6 3 6 150 645 908
50％超～100％未満 42 18 0 2 8 3 1 2 56 168 342
20％以上～50％以下 7 26 57 0 6 4 2 0 148 158 408

合 計 59 92 138 2 15 13 6 8 354 971 1,658
100% 2 9 23 0 0 0 0 1 8 68 111
50％超～100％未満 0 0 35 0 7 1 1 2 10 37 93
20％以上～50％以下 0 0 38 0 5 2 0 0 24 43 112

合 計 2 9 96 0 12 3 1 3 42 148 316
100% 0 1 4 0 0 4 0 1 64 381 455
50％超～100％未満 9 0 3 0 0 0 0 0 17 95 124
20％以上～50％以下 4 1 5 0 1 2 0 0 68 66 147

合 計 13 2 12 0 1 6 0 1 149 542 726
100% 8 38 12 0 1 2 3 4 78 196 342
50％超～100％未満 33 18 4 2 1 2 0 0 29 36 125
20％以上～50％以下 3 25 14 0 0 0 2 0 56 49 149

合 計 44 81 30 2 2 4 5 4 163 281 616
100% 1 10 102 2 0 2 66 18 14 92 307
50％超～100％未満 2 12 3 2 7 1 84 13 16 76 216
20％以上～50％以下 3 9 13 11 3 2 88 76 29 249 483

合 計 6 31 118 15 10 5 238 107 59 417 1,006
100% 1 9 2 2 0 1 66 18 13 84 196
50％超～100％未満 0 12 3 2 0 1 83 12 15 67 195
20％以上～50％以下 0 7 11 7 3 2 87 75 21 190 403

合 計 1 28 16 11 3 4 236 105 49 341 794
100% 0 1 100 0 0 1 0 0 1 8 111
50％超～100％未満 2 0 0 0 7 0 1 1 1 9 21
20％以上～50％以下 3 2 2 4 0 0 1 1 8 59 80

合 計 5 3 102 4 7 1 2 2 10 76 212

民 間 放 送
事 業

ケ ー ブ ル
テ レ ビ

36

12

84

153

135

18

特 別 二 種
電 気 通 信

一 般 二 種
電 気 通 信

放 送 事 業

電気通信事業 132

第 一 種
電 気 通 信

285

事業区分

全 体

表Ⅲ－11　業種別の子会社、関連会社数（N＝285）　　　　　　　　　〔単位：社〕
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２　財務の状況

（１）通信産業の事業別売上高

通信産業全体の売上高（１，０１３社）の平成９年度実績額は１７兆３，９９６億円（対前年度比７．

９％増）であり、また平成１０年度計画額は１７兆９，２４８億円（対前年度比３．０％増）と堅調な

伸びとなっている。

電気通信事業（４６２社）では、平成９年度実績額は１４兆９５９億円であり、平成１０年度計画額

は１４兆６，５９９億円（対前年度比４．０％増）となっている。

第一種電気通信事業（１４９社）の平成９年度実績額は１３兆２，７７０億円（前年度比９．５％増）、

平成１０年度計画額は１３兆７，６８９億円（前年度比３．７％増）となっている中で、移動通信（９

２社）が平成９年度実績額で２９．５％増、平成１０年度計画額で１１．１％と大幅な伸びを示してい

る。

第二種電気通信事業（３１３社）については、一般第二種電気通信事業（２６５杜）が平成９年度実

績額で前年度比３．５％増、平成１０年度計画額で前年度比４．５％増であるのに対し、特別第二種電

気通信事業（４８社）は、平成９年度実績額で前年度比２７．８％増、平成１０年度計画額で対前年度

比２０．１％増と大きな伸びとなっている。

放送事業の売上高（５５１社）については、平成９年度実績額は３０４億円（前年度比　１．４％増）、

平成１０年度計画額は３兆２，６４９億円となっている。

民間放送事業（３４８社）の平成９年度実績額は、２兆５，５９０億円、また平成１０年度計画額は

２兆４，８９７億円となっている。

この中でケーブルテレビ事業（２０２社）が平成９年度実績額で前年度比３．５％増、平成１０年度

計画額で対前年度比１４．３％増と順調な伸びを示している。

事業者
数 実績額 前年度比 計画額 前年度比

1 6,322,344 99.2 6,192,000 97.9
148 6,954,644 120.9 7,576,936 108.9

長距離系・国際系 6 1,473,203 97.2 1,443,260 98.0
衛星系 5 31,648 103.1 36,880 116.5
地域系 45 187,451 131.9 251,936 134.4
移動通信 92 5,262,342 129.5 5,844,860 111.1

表Ⅲ－13（1／2）　通信産業事業部門別売上高〔単位：社、百万円、％〕

NCC等
NTT

事 業 区 分
平成10年度計画平成9年度実績

実績額 前年度比 計画額 前年度比
1,013 17,399,572 107.9 17,924,810 103.0

462 14,095,922 109.5 14,659,924 104.0
149 13,276,988 109.5 13,768,936 103.7

移動通信 92 5,262,342 129.5 5,844,860 111.1
移動通信以外 57 8,014,646 99.4 7,924,076 98.9

313 818,934 109.2 890,988 108.8
特別第二種 48 224,076 127.8 269,083 120.1
一般第二種 265 594,858 103.5 621,905 104.5

551 3,303,650 101.4 3,264,886 98.8
民間放送 348 2,558,959 100.6 2,489,658 97.3
ケーブルテレビ 202 131,734 103.5 150,541 114.3
NHK 1 613 104.3 624,687 101.9

通信産業全体
電気通信事業

放送事業

第一種電気通信事業

第二種電気通信事業

事業者
数

平成9年度実績 平成10年度計画
表Ⅲ－12　通信産業の事業別売上高　〔単位：社、百万円、％〕

事 業 区 分
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（２）通信産業以外の事業

通信産業以外の事業を行っている比率は通信産業全体では３３．２％であり、電気通信事業で５９．

２％であるのに対し、放送事業は１１．６％となっている。通信産業の中でも、第二種電気通信事業に

おいては、一般第二種電気通信事業が８１．０％あり、第一種電気通信事業の２０．０％と比較して非

常に多いが、第二種電気通信事業は元々他の事業者が第二種電気通信事業に参入したケースが多数ある

ためと思われる。

放送事業では、民間放送事業が１２．２％、ケーブルテレビ事業で１０．６％となっている。

上記の通信産業以外の事業を行っている３３５社のうち、通信産業の売上及び通信産業以外の事業の

売上の揃った回答の２８１社について、会社全体の売上高における通信産業以外の売上高の比率は、電

気通信事業では９５．６％と高く、放送事業１９．７％と低くなっており、通信産業全体では９３．３％

となっている。これは主に一般第二種電気通信事業の事業者において通信産業以外の売上高が圧倒的に

多いためである。

事業
者数

建設業
不動
産業

リース業
映画・
ビデオ
制作業

広告業
情報

サービス業
その他

総売上
10％未満

通信産業
以外の

売上合計

通信産業
売上

売上高
総計

692,739 519,501 65,797 12,200 10,033 3,029,096 11,998,595 162,719 16,490,947 1,183,615 17,674,562
3.9 2.9 0.4 0.1 0.1 17.1 67.9 0.9 93.3 6.7 100.0

692,739 512,608 64,928 3 6,539 3,024,399 11,927,989 154,028 16,386,606 757,875 17,144,481
4.0 3.0 0.4 0.0 0.0 17.6 69.6 0.9 95.6 4.4 100.0
－ 7,365 － － 295 6,111 32,534 139 46,444 41,808 88,252

8.3 0.3 6.9 36.9 0.2 52.6 47.4 100.0
－ － － － － 2,086,605 10,072,408 8,040 12,167,251 136,392 12,303,643

17.0 81.9 0.1 98.9 1.1 100.0
692,739 505,243 64,928 3,109 6,244 931,683 1,823,047 145,849 4,172,911 579,675 4,752,586

14.6 10.6 1.4 0.1 0.1 19.6 38.4 3.1 87.8 12.2 100.0
－ 6,893 869 9,091 3,494 4,697 70,606 8,691 104,341 425,740 530,081

1.3 0.2 1.7 0.7 0.9 13.3 1.6 19.7 80.3 100.0
－ 6,245 869 8,927 2,844 3,861 65,612 6,755 95,113 410,901 506,014

1.2 0.2 1.8 0.6 0.8 13.0 1.3 18.8 81.2 100.0
－ 648 － 164 650 836 4,994 1,936 9,228 14,839 24,067

2.7 0.7 2.7 3.5 20.8 8.0 38.3 61.7 100.0
20

195

59

39

ケー
ブル

民間
放送

全体

電気
通信

一種

特別
二種

一般
二種

表Ⅲ－15　通信産業以外の売上比率（N＝281） 〔単位：社、百万円、％〕

事業
区分

放送
事業

281

222

18

9

事業者
数

平成9年度
実績

平成10年度
計画

対前年度
比

エンドユーザーからの徴収金額 12,947 31,484 243.2
第一種電気通信事業者に支払った金額 12,561 29,846 237.6
エンドユーザーからの徴収金額 43,925 57,979 132.0
第一種電気通信事業者に支払った金額 23,475 32,182 137.1

表Ⅲ－13（2／2）　大口割引再販（リビング）（N＝39）　〔単位：百万円、％〕

特別第二種

一般第二種

区分

8

31

事業者
数

1,009 335 (33.2) 674 (66.8)
458 271 (59.2) 187 (40.8)

第 一 種 電 気 通 信 事 業 135 27 (20.0) 108 (80.0)
特別二種電気通信事業 34 10 (29.4) 24 (70.6)
一般二種電気通信事業 289 234 (81.0) 55 (19.0)

551 64 (11.6) 487 (88.4)
民 間 放 送 事 業 353 43 (12.2) 310 (87.8)
ケ ー ブ ル テ レ ビ 198 21 (10.6) 177 (89.4)

全 体
電 気 通 信 事 業

放 送 事 業

表Ⅲ－14　通信産業以外の事業（N＝1,009）〔単位：社、％〕

事 業 区 分
行っている 行っていない

通信産業以外の事業
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次に、通信産業の売上高、通信産業以外の事業を行っている場合の売上高の明記された回答を元に算

出した専業度合いを表Ⅲ－１６に示す。専業度合い９０％以上の企業数は第一種電気通信事業で８５．

６％、民間放送事業で８８．９％、ケーブルテレビ事業では９３．３％と非常に専業度が高い。一方、

第二種電気通信事業は幅広く分布しているが、特別第二種電気通信事業では専業度合が９０％以上の企

業数が７２．７％占めているのに対し、一般第二種電気通信事業では２０％未満の事業者が５９．８％

占めている。

通信産業売上高 電気通信
の占める比率 事業 第一種 特別二種 一般二種 民間放送 ケーブル

912 404 125 33 246 508 314 194
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

10％以上 136 132 10 4 118 4 4 －
10％未満 14.9 32.7 8.0 12.1 48.0 0.8 1.3 －

10％以上 35 32 3 － 29 3 2 1
20％未満 3.8 7.9 2.4 － 11.8 0.6 0.6 0.5

20％以上 15 12 1 2 9 3 2 1
30％未満 1.6 3.0 0.8 6.1 3.7 0.6 0.6 0.5

30％以上 11 10 － － 10 1 1 －
40％未満 1.2 2.5 － － 4.1 0.2 0.3 －

40％以上 10 7 1 1 5 3 1 2
50％未満 1.1 1.7 0.8 3.0 2.0 0.6 0.3 1.0

50％以上 10 6 1 － 5 4 3 1
60％未満 1.1 1.5 0.8 － 2.0 0.8 1.0 0.5

60％以上 15 10 1 2 7 5 4 1
70％未満 1.6 2.5 0.8 6.1 2.8 1.0 1.3 0.5

70％以上 13 3 1 － 2 10 9 1
80％未満 1.4 0.7 0.8 － 0.8 2.0 2.9 0.5

80％以上 20 5 － － 5 15 9 6
90％未満 2.2 1.2 － － 2.0 3.0 2.9 3.1

90％以上 647 187 107 24 56 460 279 181
70.9 46.3 85.6 72.7 22.8 90.6 88.9 93.3

全 体 放送事業

表Ⅲ－16　通信産業の専業度合別事業者の状況（N＝912）〔単位：社、％〕

合 計
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（３）通信サービスの種類と売上高

通信サービスの種類別に、比率と通信産業の各事業の売上高を乗じて算出した売上高を表Ⅲ－１７に

示す。

第一種電気通信事業では、「電話」４９．９％、「携帯・自動車電話」２７．９％で、これらの２種類

のサービスで売上高の約３分の２を占めている。

特別第二種電気通信事業では、「パケット交換」２２．７％、「インターネット接続サービス」２２．

１％、「専用」１３．２％が主なものであり、一般第二種電気通信事業では「インターネット接続サー

ビス」２３．８％、「専用」１５．０％、「内線電話」９．６％、「パケット交換」８．８％が主なもの

になっている。

民間放送事業では、「テレビ放送」が８４．６％と圧倒的に多い。

ケーブルテレビ事業では、「ベイシック・サービス」が５８．４％と過半数を占めている。

社数 金額 構成比
音声伝送 378,208 84.1
その他 57,666 12.8

20 13,969 3.1

24 449,843 100.0合計

国際電気通信サービス（再掲）
区分

4
第一種電気通信事業

特別二種電気通信

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

11,514,287 100.0 11,090,900 100.0 208,246 100.0 215,141 100.0
9,648,054 83.8 9,600,382 86.6 13,814 6.6 33,858 15.7
5,538,477 48.1 5,538,477 49.9
3,089,201 26.8 3,089,201 27.9

501,251 4.4 501,251 4.5
458,548 4.0 458,548 4.1
12,905 0.1 12,905 0.1
26,253 0.2 5,603 2.7 20,650 9.6

460 0.0 344 0.2 116 0.1
2,868 0.0 1 0.0 2,868 1.3
2,934 0.0 771 0.4 2,163 1.0

135 0.0 97 0.0 38 0.0
15,021 0.1 6,997 3.4 8,024 3.7

548,170 4.8 298,614 2.7 119,530 57.4 130,026 60.4
17,712 0.2 0 － 1,724 0.8 15,989 7.4
24,816 0.2 3,131 0.0 2,899 1.4 18,785 8.7

100,997 0.9 3,884 0.0 45,973 22.1 51,140 23.8
3,131 0.0 3,131 0.0

213,149 1.9 213,149 1.9
1,129 0.0 27 0.0 1,102 0.5

14,172 0.1 8,520 4.1 5,653 2.6
24,291 0.2 15,160 7.3 9,131 4.2
73,550 0.6 73,550 0.7
66,220 0.6 47,317 22.7 18,903 8.8
22,025 0.2 14,991 7.2 7,035 3.3
43,111 0.4 32,280 15.5 10,831 5.0
1,084 0.0 46 0.0 1,038 0.5

75,223 0.7 1,768 0.0 45,228 21.7 28,227 13.1
798,200 6.9 738,261 6.7 27,585 13.2 32,354 15.0
453,643 3.9 453,643 4.1

電気通信事業 第一種電気通信事業 特別二種電気通信
区 分

376社 119社 29社 228社

一般二種電気通信

その他

表Ⅲ－17　通信サービス別の売上高の状況（1／3）　　〔単位：社、百万円、％〕

2
種
関
連

携帯・自動車電話
PHS
ISDN
その他の音声伝送
内線電話
テレビ会議
ボイスメール
公専公電話サービス
インターネット電話サービス

事業者数
総売上高
音声伝送

電話
1
種
関
連

その他の音声伝送
データ伝送

その他のデータ伝送

回線交換
ファクシミリ伝送
インターネット接続サービス
電信（テレックス）
無線呼び出し
ビデオテックス
ファイル転送

フレームリレー
その他のパケット交換

専用

パソコン通信
パケット交換

第二種電気通信事業計
x25パケット交換
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（４）通信産業の科目別経費

平成９年度における経費の状況をみると、通信産業全体では、営業費用に占める主な費用のうち、「減

価償却費」が２０．０％、「人件費」の比率は１９．３％、「外注費」が１２．３％、「動産・不動産賃

借料」が３．０％となっている。電気通信事業においては、第一種電気通信事業は「減価償却費」が２

２．５％と高い比率を示しているが、逆に第二種電気通信事業では低い比率になっている。

放送事業においては、「人件費」２６．６％、「外注費」５．７％であるが、「減価償却費」については

民間放送事業が６．９％に対し、ケーブルテレビ事業は２１．２％と高い比率になっている。

金 額 構成比
事業者数
総売上高 2,541,374 100.0
テレビ放送 2,150,966 84.6
ラジオ放送 263,067 10.4
その他 127,341 5.0

区 分
民間放送事業

308社

表Ⅲ－17（2／3）
金 額 構成比

事業者数
総売上高 132,657 100.0
ベーシック・サービス 77,485 58.4
ペイ・サービス 10,383 7.8
難視聴用再送信 11,515 8.7
その他 33,274 25.1

ケーブルテレビ事業

184社

区 分

表Ⅲ－17（3／3）

全 体 電気通信 放送事業
事 業 第一種 特別二種 一般二種 民 放 ケーブル

N＝687 N＝219 N＝106 N＝18 N＝95 N＝468 N＝294 N＝174
2,476,110 1,949,541 1,923,790 14,684 11,067 526,569 496,536 30,033

19.3 17.9 18.0 18.0 15.3 26.6 27.1 21.0
390,222 320,233 305,350 8,597 6,286 69,989 58,771 11,218

3.0 2.9 2.8 10.5 8.7 3.5 3.2 7.9
1,011,846 1,011,846 1,011,846

7.9 9.3 9.4
58,854 58,854 28,048 30,806

0.5 0.5 34.3 42.5
1,585,749 1,473,145 1,462,907 3,655 6,583 112,604 102,681 9,923

12.3 13.6 13.7 4.5 9.1 5.7 5.6 6.9
2,575,072 2,417,645 2,412,712 1,679 3,254 157,427 127,150 30,277

20.0 22.2 22.5 2.1 4.5 8.0 6.9 21.2
368,574 316,779 315,723 763 293 51,795 49,142 2,653

2.9 2.9 2.9 0.9 0.4 2.6 2.7 1.9
4,378,509 3,320,935 3,282,510 24,230 14,195 1,057,574 998,823 58,751

34.1 30.6 30.6 29.7 19.6 53.5 54.5 41.1
12,844,936 10,868,978 10,714,838 81,656 72,484 1,975,958 1,833,103 142,855

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
160,085 147,077 146,637 178 262 13,008 8,510 4,498
928,548 757,977 763,327 -2,549 -2,801 170,571 183,933 -13,362

注2　NTT以外の事業者の営業費用に占める接続料の比率は、「第一種」19.6％、「電気通信事業」19.0％、「全体」
13.9％である

外 注 費

減価償却費

租 税 公 課

表Ⅲ－18　平成9年度における経費の状況　　　　　〔単位：社、百万円、％〕

科 目

営

業

費

用

支払利息・割引料

その他の営業費用

動産不動産賃借料

接続料

人 件 費

注1　営業純益は、「営業利益－支払利息・割引料」である。

営業純益

回線使用料

小 計
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　1．通信形態別接続料
移動通信

N＝81
移動通信以外

N＝25
661,378 350,468

16.2 5.3
営業費用小計 4,074,561 6,640,277

　2．業務別接続料

ケーブル
事業有
N＝5

ケーブル
事業無
N＝12

230,477 5 51 6,982
42.3 0.0 7.3 5.3

営業費用小計 544,747 27,487 699 131,275

接続料

表Ⅲ－19　第一種事業者の経費の状況

接続料

長距離・国際系

N＝2

衛星系

N＝3

地域系

注　NTTを除いた移動通信以外の第一種電気通信事業者の営業費用に占める接続料の比
率は、12.7％である。
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（５）通信産業の財務指標

通信産業に関わる売上、通信産業ベースの経費明細、通信産業に関わる従業者の揃った回答を用いて、

平成９年度の財務指標を算出した。平成７年度、平成８年度分は昨年度までの調査結果である。

ア　売上高人件費比率

通信産業全体では年々減少の傾向にある。電気通信事業では、大きく改善しており、特に第一種電

気通信事業のＮＣＣの比率は全体を通して、最も低く際立っている。

イ　売上高外注費比率

通信産業全体としては横ばい傾向にある。このうち第一種電気通信事業のＮＣＣ、放送事業の比率

が小さい。

事業者数 財務指標 事業者数 財務指標 事業者数 財務指標
449 21.3 544 17.4 675 16.4
140 21.8 193 17.1 213 14.9
86 21.7 109 17.1 105 14.9

N T T ・ K D D 2 30.2 2 27.3 2 25.8
N C C 84 5.2 107 4.0 103 3.4

4 27.3 15 18.6 17 20.3
50 18.8 69 17.3 91 11.8

309 19.0 351 19.4 462 25.4
169 19.0 220 19.4 291 25.6
140 19.2 131 19.6 171 23.5ケ ー ブ ル テ レ ビ 事 業

放 送 事 業
一 般 二 種 電 気 通 信 事 業
特 別 二 種 電 気 通 信 事 業

民 間 放 送 事 業

第 一 種 電 気 通 信 事 業
電 気 通 信 事 業

全 体

事 業 区 分
平成7年度 平成8年度 平成9年度

表Ⅲ－20　売上高人件費比率　　　　　　〔単位：社、％〕

事業者数 財務指標 事業者数 財務指標 事業者数 財務指標
449 11.6 544 11.6 675 10.5
140 11.1 193 11.1 213 11.3
86 11.1 109 11.1 105 11.3

N T T ・ K D D 2 14.1 2 14.1 2 18.3
N C C 84 5.1 107 5.1 103 4.0

4 8.3 15 8.3 17 5.1
50 16.6 69 16.6 91 7.4

309 14.1 351 14.1 462 5.4
169 14.0 220 14.0 291 5.3
140 15.9 131 15.9 171 7.9ケ ー ブ ル テ レ ビ 事 業

放 送 事 業
一 般 二 種 電 気 通 信 事 業
特 別 二 種 電 気 通 信 事 業

民 間 放 送 事 業

第 一 種 電 気 通 信 事 業
電 気 通 信 事 業

全 体

事 業 区 分
平成7年度 平成8年度 平成9年度

表Ⅲ－21　売上高外注費比率　　　　　　〔単位：社、％〕
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ウ　売上高減価償却比率

通信産業全体において減少傾向にあるが、第一種電気通信事業とケーブルテレビ事業の比率高い。

この２つの事業がいわゆる装置産業であることの現れとみられる。

エ　売上高支払利息比率

ケーブルテレビ事業と第一種電気通信事業のＮＣＣは平成９年度で３．５％、１．８％と比率がや

や高いが年々低下の傾向にある。

オ　売上局営業利益率

通信産業全体では平成８年度に比べて上昇している。事業区分別にみると、第一種電気通信事業、

とりわけＮＣＣが著しく増大している。

事業者数 財務指標 事業者数 財務指標 事業者数 財務指標
449 18.1 544 17.1 675 17.0
140 20.6 193 18.9 213 18.5
86 20.8 109 19.0 105 18.7

N T T ・ K D D 2 24.7 2 24.6 2 24.3
N C C 84 13.0 107 11.8 103 12.8

4 2.0 15 4.6 17 2.3
50 3.2 69 7.9 91 3.8

309 5.0 351 4.7 462 7.6
169 4.3 220 3.8 291 6.5
140 22.3 131 21.6 171 23.6

平成7年度 平成8年度 平成9年度
表Ⅲ－22　売上高減価償却比率　　　　　　〔単位：社、％〕

第 一 種 電 気 通 信 事 業
電 気 通 信 事 業

全 体

事 業 区 分

ケ ー ブ ル テ レ ビ 事 業

放 送 事 業
一 般 二 種 電 気 通 信 事 業
特 別 二 種 電 気 通 信 事 業

民 間 放 送 事 業

事業者数 財務指標 事業者数 財務指標 事業者数 財務指標
449 1.2 544 1.1 675 1.1
140 1.3 193 1.2 213 1.1
86 1.3 109 1.2 105 1.1

N T T ・ K D D 2 0.5 2 0.5 2 0.5
N C C 84 2.9 107 2.1 103 1.8

4 0.4 15 0.6 17 0.2
50 2.2 69 0.6 91 0.3

309 1.0 351 0.7 462 0.6
169 0.8 220 0.5 291 0.4
140 6.1 131 4.3 171 3.5

平成7年度 平成8年度 平成9年度
表Ⅲ－23　売上高支払利息比率　　　　　　〔単位：社、％〕

第 一 種 電 気 通 信 事 業
電 気 通 信 事 業

全 体

事 業 区 分

ケ ー ブ ル テ レ ビ 事 業

放 送 事 業
一 般 二 種 電 気 通 信 事 業
特 別 二 種 電 気 通 信 事 業

民 間 放 送 事 業

事業者数 財務指標 事業者数 財務指標 事業者数 財務指標
449 6.7 544 5.2 675 14.9
140 6.5 193 4.8 213 16.7
86 6.6 109 4.9 105 16.9

N T T ・ K D D 2 7.2 2 7.3 2 11.7
N C C 84 5.4 107 1.7 103 22.4

4 3.3 15 1.7 17 -10.3
50 4.6 69 0.8 91 2.0

309 7.6 351 7.5 462 4.1
169 8.1 220 8.3 291 4.7
140 -3.0 131 -8.2 171 -5.0

平成7年度 平成8年度 平成9年度
表Ⅲ－24　売上高営業利益率　　　　　　〔単位：社、％〕

第 一 種 電 気 通 信 事 業
電 気 通 信 事 業

全 体

事 業 区 分

ケ ー ブ ル テ レ ビ 事 業

放 送 事 業
一 般 二 種 電 気 通 信 事 業
特 別 二 種 電 気 通 信 事 業

民 間 放 送 事 業



28

カ　付加価値率

通信産業全体では平成８年度に比べて上昇している。事業区分別にみると特別第二種電気通信事業

と一般第二種電気通信事業は低下しているが、その他の事業は増大している。

キ　労働分配率

平成８年度と比べると第二種電気通信事業が大幅に増加しているが、その他の事業が低下しており、

通信産業全体でも低下している。

ク　労働生産性

平成８年度と比べると第二種電気通信事業が減少しているが、第一種電気通信事業と放送事業で増

加しており、通信産業全体でも上昇している。

事業者数 財務指標 事業者数 財務指標 事業者数 財務指標
449 34.2 544 25.9 675 28.6
140 34.9 193 25.4 213 26.8
86 34.8 109 25.3 105 26.8

N T T ・ K D D 2 43.5 2 40.6 2 37.5
N C C 84 17.6 107 10.3 103 15.5

4 50.7 15 34.5 17 30.0
50 32.6 69 37.6 91 15.7

309 30.7 351 29.5 462 40.2
169 30.9 220 30.0 291 41.1
140 25.9 131 18.7 171 27.3

平成7年度 平成8年度 平成9年度
表Ⅲ－25　付加価値率　　　　　　〔単位：社、％〕

第 一 種 電 気 通 信 事 業
電 気 通 信 事 業

全 体

事 業 区 分

ケ ー ブ ル テ レ ビ 事 業

放 送 事 業
一 般 二 種 電 気 通 信 事 業
特 別 二 種 電 気 通 信 事 業

民 間 放 送 事 業

事業者数 財務指標 事業者数 財務指標 事業者数 財務指標
449 62.3 544 67.2 675 57.3
140 62.4 193 67.4 213 55.8
86 62.5 109 67.6 105 55.7

N T T ・ K D D 2 69.3 2 67.3 2 68.8
N C C 84 29.3 107 38.6 103 22.0

4 53.8 15 54.0 17 67.9
50 57.6 69 46.0 91 75.3

309 61.8 351 65.9 462 63.3
169 61.4 220 64.6 291 62.3
140 73.9 131 104.9 171 86.0

平成7年度 平成8年度 平成9年度
表Ⅲ－26　労働分配率　　　　　　〔単位：社、％〕

第 一 種 電 気 通 信 事 業
電 気 通 信 事 業

全 体

事 業 区 分

ケ ー ブ ル テ レ ビ 事 業

放 送 事 業
一 般 二 種 電 気 通 信 事 業
特 別 二 種 電 気 通 信 事 業

民 間 放 送 事 業

事業者数 財務指標 事業者数 財務指標 事業者数 財務指標
449 16.0 544 14.5 675 19.4
140 15.5 193 14.0 213 18.9
86 15.6 109 14.0 105 19.3

N T T ・ K D D 2 14.7 2 14.4 2 16.5
N C C 84 25.7 107 20.4 103 33.4

4 12.9 15 13.8 17 11.3
50 9.3 69 9.4 91 3.5

309 19.4 351 18.3 462 22.4
169 21.1 220 20.2 291 25.2
140 5.9 131 4.7 171 6.2

平成7年度 平成8年度 平成9年度
表Ⅲ－27　労働生産性　　　　　　〔単位：社、％〕

第 一 種 電 気 通 信 事 業
電 気 通 信 事 業

全 体

事 業 区 分

ケ ー ブ ル テ レ ビ 事 業

放 送 事 業
一 般 二 種 電 気 通 信 事 業
特 別 二 種 電 気 通 信 事 業

民 間 放 送 事 業
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３　従業者雇用等の状況

（１）通信産業に携わる従業者数

通信産業全体に携わる従業者総数は、平成９年度末において９６３社で２６万５，１７６人となって

いる。（表Ⅲ－２９）

電気通信事業に携わる従業者総数は、平成９年度末において４２８社で２１万８６４人で、通信産業

全体の７９．５％を占めている。第一種電気通信事業は１８万３，２２７人であるが、昨年度に比べて

約３万３，９２６人減少している。ＮＣＣについては、前年度比で、平成８年度に７．１％、平成９年

度に２２．４％増加している。

放送事業に携わる従業者総数（ＮＨＫを含む。）は、平成９年度末において５３６社で５万４，３１２

人となっている。

NTT・KDD NCC
平成5年度 743 303,865 356 255,938 241,222 221,816 19,406 6,477 8,239
平成6年度 774 287,249 352 238,316 224,704 200,937 23,767 6,856 6,756
平成7年度 778 285,438 355 236,819 218,416 191,651 26,765 7,698 10,705

(104.4) (104.1) (99.4) (98.3) (107.1) (202.5) (128.2)
298,007 246,467 217,153 188,479 28,674 15,592 13,722

(92.9) (89.0) (83.9) (78.5) (122.4) (57.5) (216.8)
265,176 210,864 183,227 150,465 32,762 4,429 23,208

表Ⅲ－29（1／2）　従業者数の推移　　　〔単位：社、人〕

区 分
事業者

数
通信産業

全体
事業者

数 特別二種 一般二種
電気通信

事業 第一種

平成8年度

428964平成9年度

5091,017

民間放送 ケーブル NHK
平成5年度 387 47,927 31,256 3,451 13,220
平成6年度 422 48,933 31,624 4,339 12,970
平成7年度 423 48,619 31,059 4,642 12,918

(106.0) (106.2) (122.9) (99.5)
51,540 32,978 5,703 12,859
(111.7) (114.6) (128.6) (98.8)
54,312 35,580 5,970 12,762

表Ⅲ－29（2／2） 従業者の推移〔単位：社、人〕

区 分
事業者

数
放送事業

注1　他社からの出向を除く。

注2　カッコ内の数字は前年度比である。

508平成8年度

平成9年度 536

電気通信
事業 第一種 特別二種 一般二種 民間放送 ケーブル

事業者数 963 428 130 32 266 535 341 194
常勤役員 3,617 1,307 786 89 432 2,310 1,741 569
常時雇用従業者（正社員） 238,653 204,476 178,810 4,123 21,543 34,177 29,619 4,558
臨時・季節雇用者 6,024 4,107 3,101 150 856 1,917 1,671 246
パートタイム 4,120 974 530 67 377 3,146 2,549 597
他社からの出向 23,053 17,008 12,327 1,183 3,498 6,045 5,036 1,009

区 分 全 体

表Ⅲ－28　通信産業に携わる従業者数〔通信産業全体〕（N＝963）〔単位：社、人〕

放送事業
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（２）部門別の従業者

平成９年度の常時雇用者（正社員）等の採用、配属人数に関する回答のあった９２１社について、平

均人数及び常時雇用従業者（正社員）の部門別比率を算出した。通信産業全体では１社平均で常時雇用

従業者（正社員）が２３８．１人、他社からの出向が２１．１人、パートタイムが４．４人、臨時・季

節雇用者は４．２人となっている、また、常時雇用従業者（正社員）の所属では、営業部門に４５．９％、

直接事業実施部門に２８．３％となっている。

（３）常時雇用従業者数（正社員）別企業の状況

通信産業に携わる「常時雇用従業者（正社員）」について、企業分布状況を示す。第一種電気通信事業

及び特別第二種電気通信事業は、１０人以上がそれぞれ８０．０％、７３．３％占めており、比較的多

人数の方に分布しているが一般二種は２０人未満が７９．２％と少ない方に分布している。

放送事業では、ケーブルテレビが「１０人～２９人」に６２．９％集中しているが、民間放送事業で

は広範囲に分布している。

区 分
合計

9年度末

総務人事
経理等

事務部門
営業部門

直接事業
実施部門

研究開発
部門

その他

常 勤 役 員 3.7 － － － － －
常時雇用従業者 238.1 49.5 109.3 67.4 2.9 8.9

（正社員） 100.0% 20.8% 45.9% 28.3% 1.2% 3.7%
臨時・季節雇用者 4.2 0.5 1.3 2.2 8.9 0.2

パートタイム 4.4 0.4 1.0 2.3 0.2 0.6
他社からの出向 21.1 2.4 8.1 9.1 0.6 0.8

表Ⅲ－30　部門別の従業者数（通信産業全体）
（N＝921）〔単位：1社平均の人〕

第一種
特別

第二種
一般

第二種
民間放
送事業

ケーブルテレ
ビ事業

952 420 130 30 260 532 338 194
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

75 45 4 1 40 30 27 3
7.9 10.7 3.1 3.3 15.4 5.6 8.0 1.5
137 91 10 2 79 46 42 4
14.4 21.7 7.7 6.7 30.4 8.6 12.4 2.1
150 68 12 5 51 82 54 28
15.8 16.2 9.2 16.7 19.6 15.4 16.0 14.4
175 61 20 5 36 114 37 77
18.4 14.5 15.4 16.7 13.8 21.4 10.9 39.7

94 23 7 1 15 71 26 45
9.9 5.5 5.4 3.3 5.8 13.3 7.7 23.2
62 21 6 3 12 41 14 27
6.5 5.0 4.6 10.0 4.6 7.7 4.1 13.9
81 28 19 2 7 53 45 8
8.5 6.7 14.6 6.7 2.7 10.0 13.3 4.1
88 26 17 2 7 62 61 1
9.2 6.2 13.1 6.7 2.7 11.7 18.0 0.5
37 20 11 4 5 17 17 0
3.9 4.8 8.5 13.3 1.9 3.2 5.0 －
28 21 12 4 5 7 6 1
2.9 5.0 9.2 13.3 1.9 1.3 1.8 0.5
10 5 5 － － 5 5 －
1.1 1.2 3.8 － － 0.9 1.5 －
15 11 7 1 3 4 4 －
1.6 2.6 5.4 3.3 1.2 0.8 1.2 －

人 数 区 分 全 体
電気通信

事業
放送事業

合 計

0～1人

2～4人

5～9人

1000人以上

表Ⅲ－31　常時雇用従業者数（正社員）別企業の状況（N＝952）〔単位：社、％〕

100～199人

200～299人

300～499人

500～999人

10～19人

20～29人

30～49人

50～99人
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（４）人材確保の状況

ア　従業者全体の確保の状況

通信産業に携わる従業者全体の人材確保の状況は、通信産業全体で「人材の過不足はなし」とする

企業が半数近くを占めている。次いで「現在人材確保難の状況にある」と「今後人材確難になる」を

合わせると３２．９％になり、「人材過剰の状況」と「今後人材過剰の状態になる」を合わせた１６．

９％を上まわっている。

特別第二種電気通信事業では、「人材の過不足なし」は１４．７％と低いが、「人材確保難の状況」

４３．０％、「人材確保難になる」１７．６％とその他の事業と比べて大きくなっている。

イ　雇用別等の人材確保の状況

通信産業全体では、「適当」とする企業が５３．１％と半数を占めており、おおむね適当な水準にあ

るものとみられる。

894 100.0 45 5.0 258 28.9 475 53.1 82 9.2 23 2.6 11 1.2
852 100.0 43 5.0 246 28.9 454 53.3 80 9.4 23 2.7 6 0.7
778 100.0 37 4.8 219 28.1 420 54.0 75 9.6 21 2.7 6 0.8
754 100.0 38 5.0 213 28.2 407 54.0 70 9.3 20 2.7 6 0.8
824 100.0 36 4.4 235 28.5 447 54.2 77 9.3 23 2.8 6 0.7
830 100.0 39 4.7 235 28.3 449 54.1 78 9.4 23 2.8 6 0.7
842 100.0 40 4.8 246 29.2 448 53.2 79 9.4 23 2.7 6 0.7
749 100.0 38 5.1 216 28.8 400 53.4 68 9.1 21 2.8 6 0.8

うちソフトウェア開発従事者 617 100.0 30 4.9 182 29.5 322 52.2 60 9.7 17 2.8 6 1.0
830 100.0 42 5.1 241 29.0 442 53.3 76 9.2 23 2.8 6 0.7

うち電気通信関係資格者 726 100.0 30 4.1 210 28.9 391 53.9 70 9.6 19 2.6 6 0.8
756 100.0 35 4.6 216 28.6 410 54.2 71 9.4 18 2.4 6 0.8
739 100.0 34 4.6 210 28.4 399 54.0 70 9.5 20 2.7 6 0.8
241 100.0 5 2.1 66 27.4 137 56.8 19 7.9 10 4.1 4 1.7
764 100.0 34 4.5 209 27.4 420 55.0 72 9.4 21 2.7 8 1.0

過剰
雇用して
いない

やや不足

雇
用
者

適当 やや過剰

職
種
別
等

その他

事業者数 不足区分

全体
常用従業者（正社員）
パートタイム

新卒者

表Ⅲ－33　人材確保の状況（通信産業全体）　　　　〔単位：社、％〕

研究開発従事者

技術者

販売・サービス技術者
単純作業従事者

臨時・季節雇用者
管理者
事務従事者
営業従事者

第一種 特別二種 一般二種 民間放送 ケーブル
電気通信 電気通信 電気通信 事業 テレビ

972 435 126 34 275 537 344 193
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

人材過剰の状況にあり、当面現在の 60 19 14 1 4 41 33 8
状況が続くものと考える 6.2 4.4 11.1 2.9 1.5 7.6 9.6 4.1
人材過剰の状況にあるが、短期的に 46 17 7 2 8 29 22 7
解消するものと考える 4.7 3.9 5.6 5.9 2.9 5.4 6.4 3.6
人材過剰の状況にはないが、今後人 58 20 11 2 7 38 28 10
材過剰になる可能性がある 6.0 4.6 8.7 5.9 2.5 7.1 8.1 5.2
人材の過不足はなく、今後も状況に 459 199 58 5 136 260 166 94
特段の変化はないと考える 47.2 45.7 46.0 14.7 49.5 48.4 48.3 48.7
人材確保難の状況にはないが、今後 128 70 15 6 49 58 33 25
人材確保難になる可能性がある 13.2 16.1 11.9 17.6 17.8 10.8 9.6 13.0
人材確保難の状況にあるが、短期的 83 35 6 7 22 48 23 25
に解消するものと考える 8.5 8.0 4.8 20.6 8.0 8.9 6.7 13.0
人材確保難の状況にあり、当面現在 138 75 15 11 49 63 39 24
の状況が続くものと考える 14.2 17.2 11.9 32.4 17.8 11.7 11.3 12.4

電気通信
事業

放送
事業

表Ⅲ－32　人材確保の状況（N＝972）　　　〔単位：社、％〕

合 計

全体
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４　国際化の動向等

（１）海外企業との業務提携及び現地法人の設立状況

ア　海外企業との業務提携

海外企業と業務提携している企業は通信産業全体で９．９％とあまり多くない。しかし、事業別に

みると、特別第二種電気通信事業では６１．１％の企業が海外企業と提携しており、最も提携に積極

的である。次いで、民間放送事業が１４．３％となっており、最も低いケーブルテレビ事業で１．６％

である。

これら海外企業と提携している企業のうち、提携理由のあった９６社について業務提携の理由をみ

ると、「戦略的提携」が３４．４％と最も番多く、次いで「その他」の２６．０％、「映画・ビデオ制

作・配給」の２４．０％、「技術提携」の１２．５％となっている。

電気通信事業では、第一種電気通信事業と特別第二種電気通信事業の「戦略的提携」が６０％前後

で一番多く、以下多い順に、第一種電気通信事業の「技術提携」２８．６％、特別第二種電気通信事

業の「通信ソフトウェア導入」１８．２％となっている。また、一般第二種電気通信事業は、「戦略

的提携」と「技術提携」がともに２５．０％である。

放送事業では、民間放送事業の「映画・ビデオ制作・配給」４５．８％、「戦略的提携」１４．６％

である。

ケーブルテレビ事業では、「戦略的提携」１００％、「技術提携」３３．３％である。

合計
988 98 (9.9) 890 (90.1)
454 46 (10.1) 408 (89.9)

第 一 種 電 気 通 信 事 業 132 7 (5.3) 125 (94.7)
特別二種電気通信事業 36 22 (61.1) 14 (38.9)
一般二種電気通信事業 286 17 (5.9) 269 (94.1)

534 52 (9.7) 482 (90.3)
民 間 放 送 事 業 342 49 (14.3) 293 (85.7)
ケ ー ブ ル テ レ ビ 事 業 192 3 (1.6) 189 (98.4)

電 気 通 信 事 業

放 送 事 業

表Ⅲ－34　海外企業との業務提携（N＝988）〔単位：社、％〕
提携している 提携していない事 業 区 分

全 体

合計

戦
略
的
提
携

　
製
作
・
配
給

映
画
・
ビ
デ
オ

技
術
提
携

　
ウ

ェ
ア
導
入

通
信
ソ
フ
ト

研
究
開
発

そ
の
他

33 23 12 9 5 25
34.4 24.0 12.5 9.4 5.2 26.0

23 1 9 8 5 8
51.1 2.2 20.0 17.8 11.1 17.8

第 一 種 4 1 2 1 1 －
電 気 通 信 57.1 14.3 28.6 14.3 14.3 －
特 別 二 種 15 － 3 4 3 3
電 気 通 信 68.2 － 13.6 18.2 13.6 13.6
一 般 二 種 4 － 4 3 1
電 気 通 信 25.0 － 25.0 18.8 6.3 31.3

10 22 3 1 － 17
19.6 43.1 5.9 2.0 － 33.3

民 間 放 送 7 22 2 1 － 17
事 業 14.6 45.8 4.2 2.1 － 35.4
ケ ー ブ ル 3 － 1 － － －
テ レ ビ 100.0 － 33.3 － － －

48

3

電 気 通 信
事 業

放 送 事 業

7

22

16

51

全 体 96

45

表Ⅲ－35　海外企業との提携理由（N＝96）〔単位：社、％〕（複数回答）

事 業 区 分
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イ　今後の業務提携

海外企業との今後の業務提携に対する考え方では、「提携を拡大する」が１０．５％、「提携を始め

る」が５．５％となっている。一方、「提携を縮小する」は０．５％、「提携を解消する」は０．２％

であり、消極的な企業より積極的な企業の方が多くなっている，

事業区分別では、「提携を拡大する」企業の比率は特別第二種電気通信事業で高く、６５．６％とな

っている。以下民間放送事業の１３．２％、一般第二種電気通信事業の７．６％の順になっている。

一方、「提携を始める」は特別第二種電気通信事業が２１．９％と最も多い。

ウ　海外における現地法人

海外に現地法人（子会社、関連会社）を有しているのは、通信産業全体で５．１％である。事業区

分別にみると、「現地法人有り」の企業は特別第二種電気通信事業が３１．４％と一番多く、海外企

業との業務提携率の高さとともに、海外との交流の積極性が窺える、

以下、第一種電気通信事業７．９％、一般第二種電気通信事業７．５％の順になっており、ケーブ

ルテレビ事業では海外の現地法人数は皆無である。

合計

　
拡
大
す
る

提
携
を

　
縮
小
す
る

提
携
を

　
始
め
る

提
携
を

　
解
消
す
る

提
携
を

　
て
い
な
い

提
携
は
考
え

今
後
と
も

868 91 4 48 2 723
100.0 10.5 0.5 5.5 0.2 83.3

398 48 2 31 － 317
100.0 12.1 0.5 7.8 － 79.6

第 一 種 117 8 － 9 － 100
電 気 通 信 100.0 6.8 － 7.7 － 85.5
特 別 二 種 32 21 － 7 － 4
電 気 通 信 100.0 65.6 － 21.9 － 12.5
一 般 二 種 249 19 2 15 － 213
電 気 通 信 100.0 7.6 0.8 6.0 － 85.5

470 43 2 17 2 406
100.0 9.1 0.4 3.6 0.4 86.4

民 間 放 送 304 40 2 13 2 247
事 業 100.0 13.2 0.7 4.3 0.7 81.3
ケ ー ブ ル 166 3 － 4 － 159
テ レ ビ 100.0 1.8 － 2.4 － 95.8

放 送 事 業

表Ⅲ－36　今後の事業提携方針（N＝868）〔単位：社、％〕

事 業 区 分

全 体

電 気 通 信
事 業

事業者数
915 47 (5.1) 868 (94.9)
417 40 (9.6) 377 (90.4)

第 一 種 電 気 通 信 事 業 127 10 (7.9) 117 (92.1)
特別二種電気通信事業 35 11 (31.4) 24 (68.6)
一般二種電気通信事業 255 19 (7.5) 236 (92.5)

498 7 (1.4) 491 (98.6)
民 間 放 送 事 業 319 7 (2.2) 312 (97.8)
ケ ー ブ ル テ レ ビ 事 業 179 0 (－) 179 (100.0)

放 送 事 業

全 体
電 気 通 信 事 業

表Ⅲ－37　海外における現地法人（N＝915）〔単位：社、％〕
事 業 区 分 現地法人あり 現地法人なし
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これら海外に現地法人を有している企業のうち４４社について、地域別の現地法人の合計数を表Ⅲ－３

８に示す。

通信産業全体でみると、「アジア」３５％の次に多いのが「北米」２７．８％であり、「うち米国」が２

６．２％と圧倒的に多くなっている。

事業別では、第一種電気通信事業は「北米」３２．６％、「アジア」３０．２％の順となっているが、一

般第二種電気通信事業においては「アジア」４６．８％、「北米」３６．２％である。また民間放送事業は

「北米」５０．０％、「ヨーロッパ」３０％、「アジア」２０％、その他の地域には子会社はない。

う
ち
米
国

44 66 62 65 83 12 9 4 237
27.8 26.2 27.4 35.0 5.1 3.8 1.7 100.0

37 56 52 59 79 12 9 4 217
25.8 24.0 27.2 36.4 5.5 4.1 1.8 100.0

第 一 種 10 14 14 8 13 6 2 － 43
電 気 通 信 32.6 32.6 18.6 30.2 14.0 4.7 － 100.0
特 別 二 種 9 25 24 42 44 5 7 4 127
電 気 通 信 19.7 18.9 33.1 34.6 3.9 5.5 3.1 100.0
一 般 二 種 18 17 14 9 22 1 － － 47
電 気 通 信 36.2 29.8 19.1 46.8 2.1 － － 100.0

7 10 10 6 4 － － － 20
50.0 50.0 30.0 20.0 － － － 100.0

民 間 放 送 7 10 10 6 4 － － － 20
事 業 50.0 50.0 30.0 20.0 － － － 100.0
ケ ー ブ ル － － － － － － － － －
テ レ ビ － － － － － － － －

電 気 通 信
事 業

放 送 事 業

合

計

事業区分

子会社
表Ⅲ－38　海外における現地法人数の合計（N＝44）〔単位：社、％〕

全 体

中
南
米

オ
セ
ア
ニ
ア

　
ア
フ
リ
カ

中
東

合
計

北
米

ヨ
ー

ロ

ッ
パ

ア
ジ
ア
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（２）事業用設備・施設の保守・管理の組織

事業用設備・施設を保守・管理する組織については「外部に一部委託」が６６．１％、「外部に全面委

託」の１３．２％と合わせると、７９．３％が外部の組織を利用していることになる。「すべて自社」

は一般第二種電気通信事業が最も多く３６．２％となっている。

外部委託先の事業者について、その業種をみると、通信産業全体では特定の業種への偏りはみられな

い。民間放送事業では「保守管理会社」が６０．４％、ケーブルテレビ事業では「設備工事会社」が８

４．８％と大きな割合を示している。

合 計 すべて自社
外部に一部

委託
外部に全面

委託

980 203 648 129
100.0 20.7 66.1 13.2

445 123 272 50
100.0 27.6 61.1 11.2

第 一 種 129 14 103 12
電 気 通 信 100.0 10.9 79.8 9.3
特 別 二 種 34 7 25 2
電 気 通 信 100.0 20.6 73.5 5.9
一 般 二 種 282 102 144 36
電 気 通 信 100.0 36.2 51.1 12.8

535 80 376 79
100.0 15.0 70.3 14.8

民 間 放 送 340 49 235 56
事 業 100.0 14.4 69.1 16.5
ケ ー ブ ル 195 31 141 23
テ レ ビ 100.0 15.9 72.3 11.8

電 気 通 信
事 業

放 送 事 業

表Ⅲ－39　事業用設備・施設の保守管理の組織

全 体

（N＝980）〔単位：社、％〕

事 業 区 分

合

計

設
備
工
事
会
社

保
守
管
理
会
社

製
造
販
売
会
社

情
報
通
信
機
器

製
作
供
給
会
社

ソ
フ
ト
ウ

ェ
ア

そ

の

他
772 333 327 250 198 92

100.0 43.1 42.4 32.4 25.6 11.9
320 110 122 122 80 45

100.0 34.4 38.1 38.1 25.0 14.1
第 一 種 114 53 41 36 27 18
電 気 通 信 100.0 46.5 36.0 31.6 23.7 15.8
特 別 二 種 27 9 13 9 5 7
電 気 通 信 100.0 33.3 48.1 33.3 18.5 25.9
一 般 二 種 179 48 68 77 48 20
電 気 通 信 100.0 26.8 38.0 43.0 26.8 11.2

452 223 205 128 118 47
100.0 49.3 45.4 28.3 26.1 10.4

民 間 放 送 288 84 174 94 90 43
事 業 100.0 29.2 60.4 32.6 31.3 14.9
ケ ー ブ ル 164 139 31 34 28 4
テ レ ビ 100.0 84.8 18.9 20.7 17.1 2.4

放 送 事 業

表Ⅲ－40　委託事業者（N＝772）〔単位：社、％〕（複数回答）

全 体

事 業 区 分

電 気 通 信
事 業
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５　今後の事業展開

（１）事業運営上の重点事項

ア　事業運営上の課題

通信産業全体でみると、「収益力の強化」が８５．７％と極めて高い比率を示し、次いで「財務体質

の強化」の３７．３％、マーケティング力の強化」３６．７％と続き、企業体力の改善に関わる課題

を多くの企業が上げている。

電気通信事業では、各企業とも「収益力の強化」を相当多く上げている。また、「マーケティング力

の強化」は、電気通信３事業に共通して高い比率を示しており、この分野における事業者間競争の進

展を反映しているものとみられる。

民間放送事業では「収益力の強化」が９１．１％と極めて高く、次いで、「財務体質の強化」４５．

０％、「合理化・省力化」３５．７％、と高い比率となっている。

なお、コミュニティ放送において、「財務体質の強化」（５５．８％）、「合理化・省力化」４５．８％

が目立っている。

ケーブルテレビ事業では、「収益力の強化」（８７．４％）が高いほか、「財務体質の強化」が４３．

９％で２番目となっており、この分野においては事業展開において初期投資が大きいこと、また「設

備の高度化」の必要性が大きい事が関連しているものと思われる。

合
計

収
益
力
の
強
化

生
産
性
の
向
上

合
理
化
・
省
力
化

財
務
体
質
の
強
化

力
の
強
化

マ
ー

ケ
テ
ィ
ン
グ

情
報
力
の
強
化

事
業
転
換

専
門
職
の
確
保

社
員
教
育

雇
用
調
整

別
法
人
化

特
定
部
門
の

社
内
の
組
織
改
革

他
社
と
の
合
併

設
備
の
高
度
化

資
金
調
達

株
式
上
場

海
外
戦
略
の
強
化

そ
の
他

990 848 227 273 369 363 230 41 161 276 44 12 118 20 222 221 30 25 26
100.0 85.7 22.9 27.6 37.3 36.7 23.2 4.1 16.3 27.9 4.4 1.2 11.9 2.0 22.4 22.3 3.0 2.5 2.6

445 359 103 107 126 173 96 33 79 106 18 5 43 13 82 78 21 21 12
100.0 80.7 23.1 24.0 28.3 38.9 21.6 7.4 17.8 23.8 4.0 1.1 9.7 2.9 18.4 17.5 4.7 4.7 2.7

130 111 14 43 56 47 21 6 11 33 12 － 11 4 26 40 3 4 3
100.0 85.4 10.8 33.1 43.1 36.2 16.2 4.6 8.5 25.4 9.2 － 8.5 3.1 20.0 30.8 2.3 3.1 2.3

34 31 12 9 11 18 8 4 10 8 1 1 4 2 7 4 7 6 －
100.0 91.2 35.3 26.5 32.4 52.9 23.5 11.8 29.4 23.5 2.9 2.9 11.8 5.9 20.6 11.8 20.6 17.6 －

281 217 － 55 59 108 67 23 58 65 5 4 28 7 49 34 11 11 9
100.0 77.2 27.4 19.6 21.0 38.4 23.8 8.2 20.6 23.1 1.8 1.4 10.0 2.5 17.4 12.1 3.9 3.9 3.2

545 489 124 166 243 190 134 8 82 170 26 7 75 7 140 143 9 4 14
100.0 89.7 22.8 30.5 44.6 34.9 24.6 1.5 15.0 31.2 4.8 1.3 13.8 1.3 25.7 26.2 1.7 0.7 2.6

347 316 78 124 156 116 98 5 37 98 17 5 57 3 68 76 8 4 9
100.0 91.1 22.5 35.7 45.0 33.4 28.2 1.4 10.7 28.2 4.9 1.4 16.4 0.9 19.6 21.9 2.3 1.2 2.6

BS・CS 67 57 11 15 26 29 15 2 － － 2 － 2 2 4 25 5 3 －
放送 100.0 85.1 16.4 22.4 38.8 43.3 22.4 3.0 10.4 10.4 3.0 － 3.0 3.0 6.0 37.3 7.5 4.5 －

コミュニティ 90 84 13 22 24 22 35 － 14 29 6 － 9 － 8 16 － － 2
放送 100.0 93.3 14.4 24.4 26.7 24.4 38.9 － 15.6 32.2 6.7 － 10.0 － 8.9 17.8 － － 2.2

BS・CS及び 190 175 54 87 106 65 48 3 16 62 9 5 46 1 56 35 3 1 7
コミュニティ以外 100.0 92.1 28.4 45.8 55.8 34.2 25.3 1.6 8.4 32.6 4.7 2.6 24.2 0.5 29.5 18.4 1.6 0.5 3.7

198 173 46 42 87 74 36 3 45 72 9 2 18 4 72 67 1 － 5
100.0 87.4 23.2 21.2 43.9 37.4 18.2 1.5 22.7 36.4 4.5 1.0 9.1 2.0 36.4 33.8 0.5 － 2.5事業

一般二種

ケーブルテレビ

民間放送
事業

表Ⅲ－41　事業運営上の課題（N＝990）　　　　　　　　〔単位：社、％〕（複数回答）

電気通信

放送事業

事 業 区 分

全 体

電気通信事業

特別二種
電気通信
第一種

電気通信
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（２）今後新たに展開したい事業

通信産業分野、通信産業周辺分野及び情報通信ニュービジネス分野の３分野について、今後新たに展

開したいと考えている事業を、通信産業の各事業者に数に制限なく上げてもらい、その結果を次のとお

りまとめた。

ア　通信産業全体

通信産業全体では、通信産業分野において「パソコン通信」１０．５％、「電話業」１０％、「衛星

放送（ＢＳ）」６．０％の順となっている。通信産業周辺分野においては、「映像ソフトの制作・販売」

が２４％、「情報処理・提供サービス」が２２．４％、「コンサルティング」が１８．６％、「ソフト

ウェアの開発・販売」が１５．８％となっている。情報通信ニュービジネス分野では「インターネッ

トサービス」が５１．８％と高く、次が「福祉関連サービス」、２０．３％となり、これに続いて「オ

ンラインショッピング」「医療関連サービス」、「教育関連サービス」が１０％台と幅広い事業に関心

が示されている。

イ　電気通信事業

第一種電気通信事業では情報通信ニュービジネス分野への関心が高く、「インターネットサービス」

３７．０％、「福祉関連サービス」２８．４％、「医療関連サービス」２３．５％ととなっている。他

には通信産業周辺分野の「情報処理・提供サービス」２８．４％が高い。

特別第二種電気通信事業では、通信産業分野において「国際通信」が３９．３％、通信産業周辺分

野においては「コンサルティング」が３５．７％、「情報処理・提供サービス」が２１．４％と多様

な業種に関心が高い。情報通信ニュービジネス分野では「インターネットサービス」が５０．０％と

高く、次いで「オンラインショッピング」が２８．６％となっている。

一般第二種電気通信事業では、「コンサルティング」４２．９％、「情報処理・提供サービス」３８．

５％、「ソフトウェアの開発・販売３３．２％と通信産業周辺分野において関心が高い。また、情報

通信ニュービジネス分野においても「インターネットサービス」３８．１％、「オンラインショッピ

ング」２６．５％と積極的な姿勢がうかがえる．

ウ　放送事業

民間放送事業では、通信産業分野において「衛星放送（ＢＳ）」１７．６％、「衛星放送（ＣＳ）」１

１．５％の順となっている。通信産業周辺分野では、「映像ソフトの制作・販売」が５０％と近くの

事業者が関心を示しており、ついで「出版、広告業」（２３．４％）、「情報処理・提供サービス」（１

７．２％）の順になっている。一方、情報通信ニュービジネス分野においては、「インターネットサ

ービス」が４２．６％と高く、次いで「オンラインショッピング」が１４．８％となっている。

ケーブルテレビ事業においては、通信産業分野で、回答のあった事業者の２４．３％が「電話業」

を挙げており、また、「パソコン通信」も１３．２％と高くなっている。通信産業周辺分野において

は、「映像ソフトの制作・販売が２２．８％と多い、情報通信ニュービジネス分野においては、全般

的に高い関心が示されている。特に「インターネットサービス」が８６．８％と顕著であり、「福祉

関連サービス」３９．２％、「医療関連サービス」３０．７％に高い関心が示されている。また、「教

育関連サービス」２３．８％、「ビデオ・オン・デマンド」２１．２％、「「ホームセキュリティサー

ビス」１９．６％、「オンラインショッピング」１３．２％、「ゲーム配信サービス」７．９％、通信

カラオケサービス」６．９％なども関心を集めている。
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768 77 38 81 36 31 27 46 37 16 42 184 172 39 56 143 121 56 29 81 398 21 28 76 111 156 106 26 23 141 65 29

100.0 10.0 4.9 10.5 4.7 4.0 3.5 6.0 4.8 2.1 5.5 24.0 22.4 5.1 7.3 18.6 15.8 7.3 3.8 10.5 51.8 2.7 3.6 9.9 14.5 20.3 13.8 3.4 3.0 18.4 8.5 3.8

335 29 26 35 25 30 1 1 7 9 32 19 116 19 51 117 83 42 14 14 130 6 10 18 47 67 50 12 11 80 27 12

100.0 8.7 7.8 10.4 7.5 9.0 0.3 0.3 2.1 2.7 9.6 5.7 34.6 5.7 15.2 34.9 24.8 12.5 4.2 4.2 38.8 1.8 3.0 5.4 14.0 20.0 14.9 3.6 3.3 23.9 8.1 3.6

81 11 7 9 3 6 1 － 1 2 8 4 23 4 9 10 5 4 2 3 30 3 4 10 19 23 16 2 － 12 14 4

100.0 13.6 8.6 11.1 3.7 7.4 1.2 － 1.2 2.5 9.9 4.9 28.4 4.9 11.1 12.3 6.2 4.9 2.5 3.7 37.0 3.7 4.9 12.3 23.5 28.4 19.8 2.5 － 14.8 17.3 4.9

2 － － － － － － － － － － － － － － 2 1 － － － － － － － － － － － － 1 － －

100.0 － － － － － － － － － － － － － － 100.0 50.0 － － － － － － － － － － － － 50.0 － －

3 － 1 2 1 2 － － 1 － － － － － － － － － － － － － － － 1 1 1 － － － － －

100.0 － 33.3 66.7 33.3 66.7 － － 33.3 － － － － － － － － － － － － － － － 33.3 33.3 33.3 － － － － －

33 9 － 1 － － － － － 2 4 4 3 － 4 5 2 2 2 2 10 3 3 9 13 17 13 － － 7 9 2

100.0 27.3 － 3.0 － － － － 6.1 12.1 12.1 9.1 － 12.1 15.2 6.1 6.1 6.1 6.1 30.3 9.1 9.1 27.3 39.4 51.5 39.4 － － 21.2 27.3 6.1

43 2 5 6 1 4 1 － － － 4 － 20 4 4 2 1 1 － 1 20 － 1 1 6 6 2 2 － 4 5 2

100.0 4.7 11.6 14.0 2.3 9.3 2.3 － － － 9.3 － 46.5 9.3 9.3 4.7 2.3 2.3 － 2.3 46.5 － 2.3 2.3 14.0 14.0 4.7 4.7 － 9.3 11.6 4.7

28 7 2 3 5 11 － － － － － － 6 － 2 10 1 3 － － 14 － 1 － 1 － 1 1 1 8 2 3

100.0 25.0 7.1 10.7 17.9 39.3 － － - - － － 21.4 － 7.1 35.7 3.6 10.7 － － 50.0 － 3.6 － 3.6 － 3.6 3.6 3.6 28.6 7.1 10.7

226 11 17 23 17 13 － 1 6 7 24 15 87 15 40 97 77 35 12 11 86 3 5 8 27 44 33 9 10 60 11 5

100.0 4.9 7.5 10.2 7.5 5.8 － 0.4 2.7 3.1 10.6 6.6 38.5 6.6 17.7 42.9 34.1 15.5 5.3 4.9 38.1 1.3 2.2 3.5 11.9 19.5 14.6 4.0 4.4 26.5 4.9 2.2

433 48 12 46 11 1 26 45 30 7 10 165 56 20 5 26 38 14 15 67 268 15 18 58 64 89 56 14 12 61 38 17

100.0 11.1 2.8 10.6 2.5 0.2 6.0 10.4 6.9 1.6 2.3 38.1 12.9 4.6 1.2 6.0 8.8 3.2 3.5 15.5 61.9 3.5 4.2 13.4 14.8 20.6 12.9 3.2 2.8 14.1 8.8 3.9

244 2 11 21 10 1 25 43 28 7 1 122 42 17 3 21 33 6 14 57 104 2 3 18 6 15 11 13 12 36 1 14

100.0 0.8 4.5 8.6 4.1 0.4 10.2 17.6 11.5 2.9 0.4 50.0 17.2 7.0 1.2 8.6 13.5 2.5 5.7 23.4 42.6 0.8 1.2 7.4 2.5 6.1 4.5 5.3 4.9 14.8 0.4 5.7

53 1 2 5 9 － － 7 9 3 1 37 7 － 2 7 10 － 4 16 17 1 1 5 3 5 5 3 5 8 － 4

100.0 1.9 3.8 9.4 17.0 － － 13.2 17.0 5.7 1.9 69.8 13.2 － 3.8 13.2 18.9 － 7.5 30.2 32.1 1.9 1.9 9.4 5.7 9.4 9.4 5.7 9.4 15.1 － 7.5

49 1 1 10 － － 2 1 4 3 － 7 6 10 － 10 6 － 8 22 29 1 － 2 2 6 3 1 2 4 1 2

100.0 2.0 2.0 20.4 － － 4.1 2.0 8.2 6.1 － 14.3 12.2 20.4 － 20.4 12.2 － 16.3 44.9 59.2 2.0 － 4.1 4.1 12.2 6.1 2.0 4.1 8.2 2.0 4.1

142 － 8 6 1 1 23 35 15 1 － 78 29 7 1 4 17 6 2 19 58 － 2 11 1 4 3 9 5 24 － 8

100.0 － 5.6 4.2 0.7 0.7 16.2 24.6 10.6 0.7 － 54.9 20.4 4.9 0.7 2.8 12.0 4.2 1.4 13.4 40.8 － 1.4 7.7 0.7 2.8 2.1 6.3 3.5 16.9 － 5.6

189 46 1 25 1 － 1 2 2 7 9 43 14 3 2 5 5 8 1 10 164 13 15 40 58 74 45 1 － 25 37 3

100.0 24.3 0.5 13.2 0.5 － 0.5 1.1 1.1 3.7 4.8 22.8 7.4 1.6 1.1 2.6 2.6 4.2 0.5 5.3 86.8 6.9 7.9 21.2 30.7 39.2 23.8 5.0 － 13.2 19.6 1.6

BS・CS及び
コミュニティ以外

ケーブル
テレビ事業

情報通信ニュービジネス分野通信産業周辺分野通信産業分野

合

計

全 体

放送事業

民間放送
事業

BS・CS
放送

第一種
電気通信

長距離・
国際系

衛星系

コミュニティ
放送

地域系

移動通信

特別二種
電気通信

一般二種
電気通信

事業区分

表Ⅲ－42　今後新たに展開したい事業（N＝768） （複数回答）　〔単位：社、％〕

電気通信事業
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電気通信
事 業 第一種 特別二種 一般二種 民間放送 ケーブル

事業数 1,018 465 136 36 293 553 353 200
16,529,253 13,836,846 13,030,746 216,185 589,915 2,692,407 2,556,763 135,644

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
3百万円以上 108 － － － － 108 108 －
1千万円未満 0.0 0.0 0.0
1千万円以上 10,543 7,997 － 7,997 － 2,546 1,949 597
3千万円未満 0.1 0.1 3.7 0.1 0.1 0.0
3千万円以上 8,859 7,075 － － 7,075 1,784 299 1,485
5千万円未満 0.1 0.1 1.2 0.1 0.0 0.1
5千万円以上 25,525 18,858 6 100 18,752 6,667 5,142 1,525

1億円未満 0.2 0.1 0.0 0.0 3.2 0.2 0.2 0.1
1億円以上 244,422 48,982 21,820 3,039 24,123 195,440 189,762 5,678
3億円未満 1.5 0.4 0.2 1.4 4.1 7.3 7.4 0.2
3億円以上 481,625 96,832 14,045 35,796 46,991 384,793 360,698 24,095
5億円未満 2.9 0.7 0.1 16.6 8.0 14.3 14.1 0.9
5億円以上 450,101 106,100 97,616 1,732 6,752 344,001 327,167 16,834

10億円未満 2.7 0.8 0.7 0.8 1.1 12.8 12.8 0.7
10億円以上 3,114,580 2,399,756 2,258,708 55,394 85,654 714,824 634,802 80,022
50億円未満 18.8 17.3 17.3 25.6 14.5 26.5 24.8 3.1
50億円以上 641,521 438,884 438,319 － 565 202,637 200,712 1,925

100億円未満 3.9 3.2 3.4 0.1 7.5 7.9 0.1
100億円以上 3,164,992 2,623,582 2,594,257 6,698 22,627 541,410 537,927 3,483
500億円未満 19.1 19.0 19.9 3.1 3.8 20.1 21.0 0.1
500億円以上 1,959,119 1,660,922 1,283,631 － 377,291 298,197 298,197 －

1000億円未満 11.9 12.0 9.9 64.0 11.1 11.7
6,427,858 6,427,858 6,322,344 105,429 85 － － －

38.9 46.5 48.5 48.8 0.0

（注）上段：回答事業者数、中段：回答事業者の売上高合計、下段：各業種内における売上高の比率

1000億円以上

全 体

表Ⅳ－1　平成9年度における資本金別の通信産業売上高（N＝1,018）

放送事業区 分

合 計
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電話
携帯・

自動車電話
PHS ISDN

その他の
音声伝送

無線
呼出し

電話
（テレックス）

回線
交換

パケット
交換

ファクシミリ
伝送

インターネット
接続

その他
のデータ

伝送
178 9 29 23 9 2 39 1 － 8 1 8 4 23 15 3 4

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
5千万円以上 1 － － － － － － － － － － － 1 － － － －

1億円未満 0.6 25.0
1億円以上 22 － － － － － 17 － － － － － － 2 3 － －
3億円未満 12.4 43.6 8.7 20.0
3億円以上 15 － － 1 － － 9 － － － － － － 3 2 － －
5億円未満 8.4 4.3 23.1 13.0 13.3
5億円以上 8 － 3 1 － － 1 － － － － 1 1 － 1 － －

10億円未満 4.5 10.3 4.3 2.6 12.5 25.0 6.7
10億円以上 58 2 18 15 1 1 11 － － － － 4 － 3 3 － －
50億円未満 32.6 22.2 62.1 65.2 11.1 50.0 28.2 50.0 13.0 20.0
50億円以上 13 － 3 1 2 － － － － 2 － － － 4 1 － －

100億円未満 7.3 10.3 4.3 22.2 25.0 17.4 6.7
100億円以上 42 4 4 5 3 1 1 1 － 3 1 2 2 7 4 2 2
500億円未満 23.6 44.4 13.8 21.7 33.3 50.0 2.6 100.0 37.5 100.0 25.0 50.0 30.4 26.7 66.7 50.0
500億円以上 14 2 1 － 2 － － － － 2 － 1 － 3 － 1 2

1000億円未満 7.9 22.2 3.4 22.2 25.0 12.5 13.0 33.3 50.0
1000億円以上 5 1 － － 1 － － － － 1 － － － 1 1 － －

2.8 11.1 11.1 12.5 4.3 6.7

注2　下段は該サービスの合計企業数に対する割合を示す。

合 計

専用

注1　各欄の上段はその欄に対応する金額回答があった企業数を示す。（ただし、全体欄は各サービスの企業数の合計）

表Ⅳ－2（2／2）資本金別・通信サービス別企業数の状況（第一種電気通信事業）（N＝116）

国際
（その他）

区 分 全 体

音声伝送 データ伝送

その他
国際

（音声伝送）

電話
携帯・

自動車電話
PHS ISDN

その他の
音声伝送

無線
呼出し

電話
（テレックス）

回線
交換

パケット
交換

ファクシミリ
伝送

インターネット
接続

その他
のデータ

伝送
11,500,085 5,538,477 3,089,201 474,562 458,548 12,905 213,149 3,131 － 73,550 3,131 3,884 1,768 738,261 453,643 378,208 57,666

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
5千万円以上 6 － － － － － － － － － － － 6 － － － －

1億円未満 0.0 0.3
1億円以上 19,990 － － － － － 20 － － － － － － 106 161 － －
3億円未満 0.2 9.3 0.0 0.0
3億円以上 12,592 － － 2,558 － － 9,769 － － － － － － 146 119 － －
5億円未満 0.1 0.5 4.6 0.0 0.0
5億円以上 76,645 － 73,935 343 － － 2,137 － － － － 229 0 － 1 － －

10億円未満 0.7 2.4 0.1 1.0 5.9 0.0 0.0
10億円以上 1,828,127 218,595 1,256,880 201,945 737 381 130,640 － － － － 208 － 1,379 17,362 － －
50億円未満 15.9 3.9 40.7 42.6 0.2 3.0 61.3 5.4 0.2 3.8
50億円以上 234,327 － 204,973 11,265 3,057 － － － － 80 － － － 14,893 58 － －

100億円未満 2.0 6.6 2.4 0.7 0.1 2.0 0.0
100億円以上 2,478,202 327,735 1,310,192 258,451 5,991 12,524 50,880 3 － 5 3 257 1,762 86,740 18,595 339,928 54,146
500億円未満 21.5 5.9 42.4 54.5 1.3 97.0 23.9 100.0 6.4 100.0 6.6 99.7 11.7 4.1 89.9 93.9
500億円以上 888,111 520,584 243,221 － 31,417 － － － － 9,111 － 3,190 － 38,788 － 38,280 3,520

1000億円未満 7.7 9.4 7.9 6.9 12.4 82.1 5.3 10.1 6.1
1000億円以上 5,962,085 4,471,564 － － 417,346 － － － － 59,621 － － － 596,209 417,346 － －

51.8 80.7 91.0 81.1 80.8 92.0

合 計

専用 その他
国際

（音声伝送）

表Ⅳ－2（1／2）資本金別・通信サービス別売上高の状況（第一種電気通信事業）（N＝116）

国際
（その他）

区 分 全 体

音声伝送 データ伝送
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公専公に
よる電話
サービス

内線電話
インターネット

電話
サービス

ボイスメール
テレビ
会議

その他の
音声伝送

ファクシミリ
伝送

ビデオ
テックス

ファイル
転送

パソコン
通信

回線
交換

X25
パケット

交換

フレーム
リレー

その他
のパケット

交換

インターネット
接続

サービス

その他の
データ伝送

222,215 771 5,603 97 1 344 6,997 2,899 27 8,520 15,160 1,724 14,991 32,280 46 45,973 45,228 27,585 13,969

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

1千万円以上 113 45 － － 1 － 10 － － － － － 0 0 － － － 3 55

3千万円未満 0.1 5.8 100.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.4

5千万円以上 100 － － － － － － 80 － － － － － 10 － － － 10 －

1億円未満 0.0 2.8 0.0 0.0

1億円以上 4,768 － － 30 － － 75 989 27 － 5 － 25 170 － 1,517 201 － 1,729

3億円未満 2.1 31.2 1.1 34.1 100.0 0.0 0.2 0.5 3.3 0.4 12.4

3億円以上 37,113 － － － － 35 573 30 － 70 － 1,030 1,752 1,381 － 706 23,008 7,211 1,317

5億円未満 16.7 10.2 8.2 1.0 0.8 59.8 11.7 4.3 1.5 50.9 26.1 9.4

5億円以上 1,978 － － － － － － 246 － － .－ － － － 46 － 1,440 － 246

10億円未満 0.9 8.5 100.0 3.2 1.8

10億円以上 62,933 36 4,131 － － 309 6,340 684 － 155 429 309 4,985 9,443 － 18,410 3,417 6,747 7,539

50億円未満 28.3 4.7 73.7 89.8 90.6 23.6 1.8 2.8 17.9 33.3 29.3 40.0 7.6 24.5 54.0

100億円以上 8,172 － － 67 － － － 871 － 1,005 － － 1,139 － － 3,014 603 － 1,474

500億円未満 3.7 68.8 30.0 11.8 7.6 6.6 1.3 10.5

1000億円以上 107,039 690 1,472 － － － － － － 7,290 14,725 384 7,090 21,276 － 22,327 16,560 13,614 1,610

48.2 89.5 26.3 85.6 97.1 22.3 47.3 65.9 48.6 36.6 49.4 11.5

表Ⅳ－3（1／2）資本金別・通信サービス別売上高の状況（特別第二種電気通信事業）（N＝29）

合 計

専用
国際

（再掲）
区 分 全 体

音声伝送 データ伝送

公専公に
よる電話
サービス

内線電話
インターネット

電話
サービス

ボイスメール
テレビ
会議

その他の
音声伝送

ファクシミリ
伝送

ビデオ
テックス

ファイル
転送

パソコン
通信

回線
交換

X25
パケット

交換

フレーム
リレー

その他
のパケット

交換

インターネット
接続

サービス

その他の
データ伝送

131 3 5 3 1 2 7 9 1 6 6 3 12 14 1 18 11 12 17

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

1千万円以上 8 1 － － 1 － 1 － － － － － 1 1 － － － 1 2

3千万円未満 0.0 33.3 100.0 14.3 8.3 7.1 8.3 11.8

5千万円以上 3 － － － － － － 1 － － － － － 1 － － － 1 －

1億円未満 0.0 11.1 7.1 8.3

1億円以上 23 － － 2 － － 3 2 1 － 1 － 1 2 － 4 3 － 4

3億円未満 0.0 66.7 42.9 22.2 100.0 16.7 8.3 14.3 222.0 27.3 23.5

3億円以上 16 － － － － 1 2 1 － 1 － 1 2 2 － 2 1 1 2

5億円未満 0.0 50.0 28.6 11.1 16.7 33.3 167.0 14.3 11.1 9.1 83.0 11.8

5億円以上 5 － － － － － － 1 － － － － － － 1 － 2 － 1

10億円未満 0.0 11.1 100.0 18.2 5.9

10億円以上 40 1 4 － － 1 1 3 － 1 1 1 4 5 － 7 2 4 5

50億円未満 0.0 33.3 80.0 50.0 14.3 33.3 16.7 16.7 33.3 33.3 357.0 38.9 18.2 33.3 29.4

100億円以上 7 － － 1 － － － 1 － 1 － － 1 － － 1 1 － 1

500億円未満 0.0 33.3 11.1 16.7 8.3 5.6 9.1 5.9

1000億円以上 29 1 1 － － － － － － 3 4 1 3 3 － 4 2 5 2

0.0 33.3 20.0 50.0 66.7 33.3 25.0 21.4 22.2 18.2 41.7 11.8

注1　各欄の上段はその欄に対応する金額回答があった企業数を示す。（ただし、全体欄は各サービスの企業数の合計）

注2　下段は該サービスの合計企業数に対する割合を示す。

表Ⅳ－3（2／2）資本金別・通信サービス別企業数の状況（特別第二種電気通信事業）（N＝29）

合 計

専用
国際

（再掲）
区 分 全 体

音声伝送 データ伝送
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公専公に
よる電話
サービス

内線電話
インターネット

電話
サービス

ボイスメール
テレビ
会議

その他の
音声伝送

ファクシミリ
伝送

ビデオ
テックス

ファイル
転送

パソコン
通信

回線
交換

X25
パケット

交換

フレーム
リレー

その他
のパケット

交換

インターネット
接続

サービス

その他の
データ伝送

215,141 2,163 20,650 38 2,868 116 8,024 18,785 1,102 5,653 9,131 15,989 7,035 10,831 1,038 51,140 28,227 32,354

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

3千万円以上 7,074 314 227 15 0 0 2,018 47 0 92 1,167 221 50 0 0 1,807 124 992

5千万円未満 3.3 14.5 1.1 39.1 25.1 0.2 1.6 12.8 1.4 0.7 3.5 0.4 3.1

5千万円以上 18,752 137 310 6 209 59 2,592 38 15 136 14 8,788 － 549 － 3,005 1,684 1,211

1億円未満 8.7 6.3 1.5 16.0 7.3 50.9 32.3 0.2 1.4 2.4 0.2 55.0 5.1 5.9 6.0 3.7

1億円以上 24,123 36 1,689 － － － 2,159 88 704 1,740 61 129 377 1,091 － 1,380 8,934 5,735

3億円未満 11.2 1.7 8.2 26.9 0.5 63.9 30.8 0.7 0.8 5.4 10.1 2.7 31.6 17.7

3億円以上 46,405 178 4,790 － 666 － － 270 55 22 7,249 1,827 333 491 1,038 12,865 797 15,824

5億円未満 21.6 8.2 23.2 23.2 1.4 5.0 0.4 79.4 11.4 4.7 4.5 100.0 25.2 2.8 48.9

5億円以上 6,752 1,111 325 17 － 3 11 74 328 － 41 － － 842 － 383 3,170 446

10億円未満 3.1 51.4 1.6 44.8 2.3 0.1 0.4 29.8 0.4 7.8 0.7 11.2 1.4

10億円以上 85,052 33 10,290 － 1,274 54 1,169 17,771 － 2,326 118 379 1,487 4,885 － 29,004 11,652 4,612

50億円未満 39.5 1.5 49.8 44.4 46.8 14.6 94.6 41.1 1.3 2.4 21.1 45.1 56.7 41.3 14.3

50億円以上 565 － 103 0 1 － 1 － － － － － － － － 425 28 8

100億円未満 0.3 0.5 0.1 0.0 0.0 0.8 0.1 0.0

100億円以上 22,627 353 1,770 － 719 － 2 498 － 1,337 481 4,645 4,787 2,467 － 2,042 － 3,526

500億円未満 10.5 16.3 8.6 25.1 0.0 2.7 23.7 5.3 29.0 68.1 22.8 4.0 10.9

500億円以上 3,706 － 1,146 － － － 72 － － － － － － 505 － 144 1,839 －

1000億円未満 1.7 5.5 0.9 4.7 0.3 6.5

1000億円以上 85 － － － － － － － － － － － － － － 85 － －

0.0 0.2

表Ⅳ－4（1／2）資本金別・通信サービス別売上高の状況（－般第二種電気通信事業）（N＝228）

合 計

専用区 分 全 体

音声伝送 データ伝送

公専公に
よる電話
サービス

内線電話
インターネット

電話
サービス

ボイスメール
テレビ
会議

その他の
音声伝送

ファクシミリ
伝送

ビデオ
テックス

ファイル
転送

パソコン
通信

回線
交換

X25
パケット

交換

フレーム
リレー

その他
のパケット

交換

インターネット
接続

サービス

その他の
データ伝送

413 11 23 4 9 3 19 21 13 25 23 16 10 18 1 127 52 38

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

3千万円以上 54 3 2 1 0 0 4 4 0 2 1 5 1 0 0 20 6 5

5千万円未満 13.1 27.3 8.7 25.0 21.1 19.0 8.0 4.3 31.3 10.0 157.0 11.5 13.2

5千万円以上 77 2 2 1 4 1 3 1 1 7 2 2 － 4 － 28 11 8

1億円未満 18.6 18.2 8.7 25.0 44.4 33.3 15.8 4.8 7.7 28.0 8.7 12.5 22.2 22.0 21.2 21.1

1億円以上 104 1 3 － － － 3 6 9 7 8 3 3 5 － 32 17 7

3億円未満 25.2 9.1 13.0 15.8 28.6 69.2 28.0 34.8 18.8 30.0 27.8 252.0 32.7 18.4

3億円以上 49 1 4 － 1 － － 2 2 3 6 1 1 3 1 13 6 5

5億円未満 11.9 9.1 17.4 11.1 9.5 15.4 12.0 26.1 6.3 10.0 16.7 100.0 102.0 11.5 13.2

5億円以上 31 2 2 1 － 1 2 3 1 － 1 － － 2 － 9 3 4

10億円未満 7.5 18.2 8.7 25.0 33.3 10.5 14.3 7.7 4.3 11.1 7.1 5.8 10.5

10億円以上 54 1 4 － 1 1 4 3 － 4 2 3 2 1 － 15 7 6

50億円未満 13.1 9.1 17.4 11.1 33.3 21.1 14.3 16.0 8.7 18.8 20.0 5.6 11.8 13.5 15.8

50億円以上 11 － 2 1 1 － 1 － － － － － － － 4 1 1

100億円未満 2.7 8.7 25.0 11.1 5.3 3.1 1.9 2.6

100億円以上 26 1 2 － 2 － 1 2 － 2 3 2 3 2 － 4 － 2

500億円未満 6.3 9.1 8.7 22.2 5.3 9.5 8.0 13.0 12.5 30.0 11.1 3.1 5.3

500億円以上 6 － 2 － － － 1 － － － － － － 1 － 1 1 －

1000億円未満 1.5 8.7 5.3 5.6 8.0 1.9

1000億円以上 1 － － － － － － － － － － － － － － 1 － －

2.0 0.8

注1　各欄の上段はその欄に対応する金額回答があった企業数を示す。（ただし、全体欄は各サービスの企業数の合計）

注2　下段は該サービスの合計企業数に対する割合を示す。

表Ⅳ－4（2／2）資本金別・通信サービス別企業数の状況（－般第二種電気通信事業）（N＝228）

合 計

専用区 分 全 体

音声伝送 データ伝送
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（N＝308）
区 分 全 体 テレビ放送 ラジオ放送 その他

2,541,374 2,150,966 263,067 127,341
100.0 100.0 100.0 100.0

3百万円以上 108 0 108 0
1千万円未満 0.0 0.0
1千万円以上 1,949 1,945 4 0
3千万円未満 0.1 0.1 0.0
3千万円以上 299 1 297 1
5千万円未満 0.0 0.0 0.1 0.0
5千万円以上 5,021 1,853 3,093 75

1億円未満 0.2 0.1 1.2 0.1
1億円以上 189,693 138,819 43,907 6,967
3億円未満 7.5 6.5 16.7 5.5
3億円以上 360,698 285,153 57,917 17,628
5億円未満 14.2 13.3 22.0 13.8
5億円以上 327,167 256,595 65,318 5,254

10億円未満 12.9 11.9 24.8 4.1
10億円以上 629,975 542,551 74,966 12,459
50億円未満 24.8 25.2 28.5 9.8
50億円以上 200,712 186,761 1,066 12,884

100億円未満 7.9 8.7 0.4 10.1
100億円以上 527,555 485,304 16,391 25,860
500億円未満 20.8 22.6 6.2 20.3
500億円以上 298,197 251,985 － 46,212

1000億円未満 11.7 11.7 36.3

表Ⅳ－5（1／2）　資本金別・通信サービス別売上高の状況（放送事業）

合 計

（N＝308）
区 分 全 体 テレビ放送 ラジオ放送 その他

437 171 169 97
100.0 100.0 100.0 100.0

3百万円以上 1 0 1 0
1千万円未満 0.2 0.6
1千万円以上 2 1 1 0
3千万円未満 0.5 0.6 0.6
3千万円以上 9 1 7 1
5千万円未満 2.0 0.6 4.1 1.0
5千万円以上 55 8 38 9

1億円未満 12.6 4.7 22.5 9.3
1億円以上 107 37 49 21
3億円未満 24.5 21.6 29.0 21.6
3億円以上 97 46 24 27
5億円未満 22.2 26.9 14.2 27.8
5億円以上 66 19 34 13

10億円未満 15.1 11.1 20.1 13.4
10億円以上 82 51 12 19
50億円未満 18.8 29.8 7.1 19.6
50億円以上 8 3 2 3

100億円未満 1.8 1.8 1.2 3.1
100億円以上 7 4 1 2
500億円未満 1.6 2.3 0.6 2.1
500億円以上 3 1 － 2

1000億円未満 0.7 0.6 2.1

注2　下段は該サービスの合計企業数に対する割合を示す。

表Ⅳ－5（2／2）　資本金別・通信サービス別企業数の状況（放送事業）

合 計

注1　各欄の上段はその欄に対応する金額回答があった企業数を示す。
        （ただし、全体欄は各サービスの企業数の合計）
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（N＝184）

区 分 全 体
ベイシック・
サービス

ペイ・サービス
難視聴用
再送信

その他

132,657 77,485 10,383 11,515 33,274
100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

1千万円以上 316 291 25 0 0
3千万円未満 0.2 0.4 0.2
3千万円以上 1,485 1,324 78 83 0
5千万円未満 1.1 1.7 0.7 0.7
5千万円以上 1,525 926 66 480 53

1億円未満 1.1 1.2 0.6 4.2 0.2
1億円以上 5,581 4,412 348 52 768
3億円未満 4.2 5.7 3.3 0.5 2.3
3億円以上 23,381 16,182 1,534 1,560 4,104
5億円未満 17.6 20.9 14.8 13.5 12.3
5億円以上 15,981 10,013 1,615 1,140 3,213

10億円未満 12.0 12.9 15.6 9.9 9.7
10億円以上 78,980 41,496 6,077 7,964 23,443
50億円未満 59.5 53.6 58.5 69.2 70.5
50億円以上 1,925 1,409 364 50 102

100億円未満 1.5 1.8 3.5 0.4 0.3
100億円以上 3,483 1,431 275 186 1,590
500億円未満 2.6 1.8 2.6 1.6 4.8

合 計

表Ⅳ－6（1／2）資本金別・通信サービス別売上高の状況（ケーブルテレビ事業）

（N＝184）

区 分 全 体
ベイシック・
サービス

ペイ・サービス
難視聴用
再送信

その他

593 182 176 96 139
100.1 100.0 100.0 100.0 100.0

1千万円以上 4 2 2 0 0
3千万円未満 0.7 1.1 1.1
3千万円以上 7 3 3 1 0
5千万円未満 1.2 1.6 1.7 1.0
5千万円以上 9 3 3 2 1

1億円未満 1.5 1.6 1.7 2.1 0.7
1億円以上 25 9 9 2 5
3億円未満 4.2 4.9 5.1 2.1 3.6
3億円以上 139 45 41 19 34
5億円未満 23.4 24.8 23.3 19.8 24.5
5億円以上 95 30 29 12 24

10億円未満 16.0 16.5 16.5 12.5 17.3
10億円以上 293 84 83 55 71
50億円未満 49.5 46.2 47.2 57.3 51.1
50億円以上 6 2 2 1 1

100億円未満 1.0 1.1 1.1 1.0 0.7
100億円以上 15 4 4 4 3
500億円未満 2.5 2.2 2.3 4.2 2.1

注2　下段は該サービスの合計企業数に対する割合を示す。

合 計

表Ⅳ－6（2／2）資本金別・通信サービス別企業数の状況（ケーブルテレビ事業）

注1　各欄の上段はその欄に対応する金額回答があった企業数を示す
　　　（ただし、全体欄は各サービスの企業数の合計）
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平成7年度実績
（N＝784）

平成8年度実績
（N＝546）

平成9年度実績
（N＝687）

人 件 費 2,943,394 2,381,755 2,476,110
動産・不動産賃借料 529,835 456,646 390,222
接 続 料 1,011,846
回 線 使 用 料 58,854
外 注 費 1,550,763 1,581,312 1,585,749
減 価 償 却 費 2,245,307 2,349,506 2,575,072
租 税 公 課 387,160 355,812 368,574
そ の 他 の 営 業 費 用 4,326,685 5,881,191 4,378,509
小 計 11,983,144 13,006,222 12,844,936

193,195 154,710 160,085
806,258 553,384 928,548

注：「接続料」及び「回線使用料」は平成9年度実績のみ調査

営 業 純 益

表Ⅳ－7　通信産業の科目別経費（通信産業全体）〔単位：社、百万円〕

営

業

費

用

科 目

支 払 利 息 ・ 割 引 料

平成7年度実績
（N＝363）

平成8年度実績
（N＝195）

平成9年度実績
（N＝219）

人 件 費 2,518,118 2,054,633 1,949,541
動産・不動産賃借料 469,739 413,775 320,233
接 続 料 1,011,846
回 線 使 用 料 58,854
外 注 費 1,272,121 1,302,752 1,462,907
減 価 償 却 費 2,142,234 2,270,402 2,412,712
租 税 公 課 356,155 330,395 315,723
そ の 他 の 営 業 費 用 3,301,826 5,075,572 3,282,510
小 計 10,060,193 11,447,529 10,814,326

168,327 143,042 147,077
634,682 438,576 757,977

注：「接続料」及び「回線使用料」は平成9年度実績のみ調査

営 業 純 益

表Ⅳ－8　通信産業の科目別経費（電気通信事業）〔単位：社、百万円〕

営

業

費

用

科 目

支 払 利 息 ・ 割 引 料

平成7年度実績
（N＝421）

平成8年度実績
（N＝351）

平成9年度実績
（N＝468）

人 件 費 425,276 327,122 526,569
動産・不動産賃借料 60,096 42,871 69,989
外 注 費 278,642 278,560 112,604
減 価 償 却 費 103,073 79,104 157,427
租 税 公 課 31,005 25,417 51,795
そ の 他 の 営 業 費 用 1,024,859 805,619 1,057,574
小 計 1,922,951 1,558,693 1,975,958

24,868 11,668 13,008
171,576 114,808 170,571

表Ⅳ－9　通信産業の科目別経費（放送事業）〔単位：社、百万円〕

科 目

支 払 利 息 ・ 割 引 料
営 業 純 益

営

業

費

用
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平成7年度実績
（N＝116）

平成8年度実績
（N＝109）

平成9年度実績
（N＝106）

人 件 費 2,149,596 2,035,241 1,923,790
動産・不動産賃借料 336,864 396,952 305,350
接 続 料 1,011,846
外 注 費 1,098,636 1,290,868 1,462,907
減 価 償 却 費 2,064,800 2,264,426 2,412,712
租 税 公 課 316,448 329,939 315,723
そ の 他 の 営 業 費 用 2,875,176 5,025,100 3,282,510
小 計 8,841,520 11,342,526 10,714,838

135,720 142,441 146,637
561,440 437,645 763,327

注：「接続料」は平成9年度実績のみ調査

営 業 純 益

営

業

費

用

表Ⅳ－10　通信産業の科目別経費（第一種電気通信事業）〔単位：社、百万円〕

科 目

支 払 利 息 ・ 割 引 料

平成7年度実績
（N＝14）

平成8年度実績
（N＝86）

平成9年度実績
（N＝113）

人 件 費 81,466 19,392 25,751
動産・不動産賃借料 29,190 16,823 14,883
回 線 使 用 量 58,854
外 注 費 50,694 11,884 10,238
減 価 償 却 費 12,194 5,976 4,933
租 税 公 課 2,660 456 1,056
そ の 他 の 営 業 費 用 126,546 50,472 38,425
小 計 302,750 105,003 154,140

23,520 601 440
38,060 931 -5,350

注：「回線使用料」は平成9年度実績のみ調査

営 業 純 益

営

業

費

用

表Ⅳ－11　通信産業の科目別経費（第二種電気通信事業）〔単位：社、百万円〕

科 目

支 払 利 息 ・ 割 引 料

平成7年度実績
（N＝247）

平成8年度実績
（N＝15）

平成9年度実績
（N＝18）

人 件 費 368,522 13,786 14,684
動産・不動産賃借料 132,875 10,492 8,597
回 線 使 用 量 28,048
外 注 費 173,485 7,367 3,655
減 価 償 却 費 77,434 3,403 1,679
租 税 公 課 39,707 286 763
そ の 他 の 営 業 費 用 426,650 37,554 24,230
小 計 1,218,673 72,888 81,656

32,607 416 178
73,942 858 -2,549

注：「回線使用料」は平成9年度実績のみ調査

営 業 純 益

営

業

費

用

表Ⅳ－12　通信産業の科目別経費（特別第二種電気通信事業）〔単位：社、百万円〕

科 目

支 払 利 息 ・ 割 引 料
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平成7年度実績
（N＝233）

平成8年度実績
（N＝71）

平成9年度実績
（N＝95）

人 件 費 287,056 5,606 11,067
動産・不動産賃借料 103,685 6,331 6,286
回 線 使 用 量 30,806
外 注 費 122,791 4,517 6,583
減 価 償 却 費 65,240 2,573 3,254
租 税 公 課 37,047 170 293
そ の 他 の 営 業 費 用 300,104 12,918 14,195
小 計 915,923 32,115 72,484

9,087 185 262
35,882 73 -2,801

注：「回線使用料」は平成9年度実績のみ調査

営 業 純 益

営

業

費

用

表Ⅳ－13　通信産業の科目別経費（一般第二種電気通信事業）〔単位：社、百万円〕

科 目

支 払 利 息 ・ 割 引 料

平成7年度実績
（N＝211）

平成8年度実績
（N＝220）

平成9年度実績
（N＝294）

人 件 費 404,276 310,820 496,536
動産・不動産賃借料 51,906 36,858 58,771
外 注 費 259,952 264,409 102,681
減 価 償 却 費 80,813 61,136 127,150
租 税 公 課 28,485 23,817 49,142
そ の 他 の 営 業 費 用 987,269 771,812 998,823
小 計 1,812,701 1,468,852 1,833,103

18,568 8,077 8,510
178,506 125,179 183,933営 業 純 益

表Ⅳ－14　通信産業の科目別経費（民間放送事業）　〔単位：社、百万円〕

科 目

支 払 利 息 ・ 割 引 料

営

業

費

用

平成7年度実績
（N＝210）

平成8年度実績
（N＝131）

平成9年度実績
（N＝174）

人 件 費 21,000 16,302 30,033
動産・不動産賃借料 8,190 6,013 11,218
外 注 費 18,690 14,151 9,923
減 価 償 却 費 22,260 17,968 30,277
租 税 公 課 2,520 1,600 2,653
そ の 他 の 営 業 費 用 37,590 33,807 58,751
小 計 110,250 89,841 142,855

6,300 3,591 4,498
-6,930 -10,371 -13,362営 業 純 益

表Ⅳ－15　通信産業の科目別経費（ケーブルテレビ事業）〔単位：社、百万円〕

科 目

支 払 利 息 ・ 割 引 料

営

業

費

用
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電気通信
事業 第一種 特別二種 一般二種 民間放送 ケーブル

事業数 963 428 130 32 266 535 341 194
250,719 209,169 181,533 4,429 23,207 41,550 35,580 5,970

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
3百万円以上 16 － － － － 16 16 －
1千万円未満 0.0 0.0 0.0
1千万円以上 361 248 － 248 － 113 34 79
3千万円未満 0.1 0.1 5.6 0.3 0.1 1.3
3千万円以上 918 680 － － 680 238 96 142
5千万円未満 0.4 0.3 2.9 0.6 0.3 2.4
5千万円以上 1,762 1,034 26 10 998 728 677 51

1億円未満 0.7 0.5 0.0 0.2 4.3 1.8 1.9 0.9
1億円以上 8,405 2,069 344 141 1,584 6,336 6,061 275
3億円未満 3.4 1.0 0.2 3.2 6.8 15.2 17.0 4.6
3億円以上 12,452 3,262 303 1,196 1,763 9,190 8,318 872
5億円未満 5.0 1.6 0.2 27.0 7.6 22.1 23.4 14.6
5億円以上 7,547 972 568 27 377 6,575 5,812 763

10億円未満 3.0 0.5 0.3 0.6 1.6 15.8 16.3 12.8
10億円以上 23,574 12,181 8,477 1,401 2,303 11,393 8,238 3,155
50億円未満 9.4 5.8 4.7 31.6 9.9 27.4 23.2 52.8
50億円以上 6,170 4,537 2,182 13 2,342 1,633 1,579 54

100億円未満 2.5 2.2 1.2 0.3 10.1 3.9 4.4 0.9
100億円以上 21,981 18,321 15,196 139 2,986 3,660 3,081 579
500億円未満 8.8 8.8 8.4 3.1 12.9 8.8 8.7 9.7
500億円以上 20,827 19,159 8,998 － 10,161 1,668 1,668 －

1000億円未満 8.3 9.2 5.0 － 43.8 4.0 4.7 －
1000億円以上 146,706 146,706 145,439 1,254 13 － － －

58.5 70.1 80.1 28.3 0.1

合 計

表Ⅳ－16　資本金別従業者数の状況（N＝963）　　　　　〔単位：人、％〕

区 分 全 体 放送事業



49

（N＝921）〔単位：1社平均の人、％〕

区 分
合 計

9 年 度 末

総務人事
経理等

事務部門
営業部門

直接事業
実施部門

研究開発
部門

その他

常 勤 役 員 3.7 － － － － －
常 時 雇 用 従 業 者 238.1 49.5 109.3 67.4 2.9 8.9
（ 正 社 員 ） 100.0% 20.8% 45.9% 28.3% 1.2% 3.7%
パ ー ト タ イ ム 4.2 0.5 1.3 2.2 8.9 0.2
臨時・季節雇用者 4.4 0.4 1.0 2.3 0.2 0.6
他 社 か ら の 出 向 21.1 2.4 8.1 9.1 0.6 0.8

表Ⅳ－17　通信産業に携わる従業者（通信産業全体）

（N＝388）〔単位：1社平均の人、％〕

区 分
合 計

9 年 度 末

総務人事
経理等

事務部門
営業部門

直接事業
実施部門

研究開発
部門

その他

常 勤 役 員 2.9 － － － － －
常 時 雇 用 従 業 者 481.2 106.1 237.3 116.8 5.9 15.1
（ 正 社 員 ） 100.0% 22.0% 49.3% 24.3% 1.2% 3.1%
パ ー ト タ イ ム 5.1 0.4 2.3 2.2 15.1 0.2
臨時・季節雇用者 2.3 0.2 1.3 0.5 0.2 0.4
他 社 か ら の 出 向 34.6 3.3 16.5 12.0 0.4 1.2

表Ⅳ－18　通信産業に携わる従業者（電気通信事業）

（N＝533）〔単位：1社平均の人、％〕

区 分
合 計

9 年 度 末

総務人事
経理等

事務部門
営業部門

直接事業
実施部門

研究開発
部門

その他

常 勤 役 員 4.3 － － － － －
常 時 雇 用 従 業 者 61.1 8.4 16.1 31.5 0.6 4.4
（ 正 社 員 ） 100.0% 13.7% 26.4% 51.6% 1.0% 7.3%
パ ー ト タ イ ム 3.6 0.5 0.6 2.1 4.4 0.3
臨時・季節雇用者 5.9 0.5 0.8 3.7 0.3 0.8
他 社 か ら の 出 向 11.3 1.7 2.0 7.0 0.8 0.6

表Ⅳ－19　通信産業に携わる従業者（放送事業）

（N＝123）〔単位：1社平均の人、％〕

区 分
合 計

9 年 度 末

総務人事
経理等

事務部門
営業部門

直接事業
実施部門

研究開発
部門

その他

常 勤 役 員 5.8 － － － － －
常 時 雇 用 従 業 者 1,404.4 326.2 731.4 304.0 13.6 29.3
（ 正 社 員 ） 100.0% 23.2% 52.1% 21.6% 1.0% 2.1%
パ ー ト タ イ ム 12.8 1.0 6.5 5.3 29.3 0.1
臨時・季節雇用者 4.3 0.3 3.7 0.4 0.1 －
他 社 か ら の 出 向 89.4 8.7 48.4 25.4 － 3.1

表Ⅳ－20　通信産業に携わる従業者（第一種電気通信事業）
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（N＝26）〔単位：1社平均の人、％〕

区 分
合 計

9 年 度 末

総務人事
経理等

事務部門
営業部門

直接事業
実施部門

研究開発
部門

その他

常 勤 役 員 2.9 － － － － －
常 時 雇 用 従 業 者 132.8 10.7 35.0 81.5 5.2 0.3
（ 正 社 員 ） 100.0% 8.1% 26.3% 61.4% 3.9% 0.3%
パ ー ト タ イ ム 4.1 0.2 1.9 0.5 0.3 1.3
臨時・季節雇用者 2.5 0.9 0.4 0.5 1.3 0.5
他 社 か ら の 出 向 41.5 2.8 5.5 33.1 0.5 －

表Ⅳ－21　通信産業に携わる従業者（特別第二種電気通信事業）

（N＝239）〔単位：1社平均の人、％〕

区 分
合 計

9 年 度 末

総務人事
経理等

事務部門
営業部門

直接事業
実施部門

研究開発
部門

その他

常 勤 役 員 1.5 － － － － －
常 時 雇 用 従 業 者 43.9 3.2 5.1 24.2 2.0 9.4
（ 正 社 員 ） 100.0% 7.3% 11.5% 55.1% 4.6% 21.4%
パ ー ト タ イ ム 1.3 0.2 0.1 0.8 9.4 0.1
臨時・季節雇用者 1.3 0.1 0.1 0.5 0.1 0.6
他 社 か ら の 出 向 5.7 0.6 1.3 2.8 0.6 0.3

表Ⅳ－22　通信産業に携わる従業者（一般第二種電気通信事業）

（N＝339）〔単位：1社平均の人、％〕

区 分
合 計

9 年 度 末

総務人事
経理等

事務部門
営業部門

直接事業
実施部門

研究開発
部門

その他

常 勤 役 員 5.1 － － － － －
常 時 雇 用 従 業 者 82.6 10.8 19.8 45.4 0.9 5.7
（ 正 社 員 ） 100.0% 13.1% 23.9% 55.0% 1.1% 6.9%
パ ー ト タ イ ム 4.9 0.7 0.6 3.2 5.7 0.4
臨時・季節雇用者 7.4 0.5 0.4 5.5 0.4 1.0
他 社 か ら の 出 向 14.8 2.2 1.6 10.2 1.0 0.8

表Ⅳ－23　通信産業に携わる従業者（民間放送事業）

（N＝194）〔単位：1社平均の人、％〕

区 分
合 計

9 年 度 末

総務人事
経理等

事務部門
営業部門

直接事業
実施部門

研究開発
部門

その他

常 勤 役 員 2.9 － － － － －
常 時 雇 用 従 業 者 23.5 4.1 9.7 7.3 0.1 2.2
（ 正 社 員 ） 100.0% 17.6% 41.4% 31.0% 0.6% 9.4%
パ ー ト タ イ ム 1.3 0.2 0.7 0.3 2.2 0.1
臨時・季節雇用者 3.1 0.4 1.6 0.6 0.1 0.5
他 社 か ら の 出 向 5.2 0.8 2.8 1.3 0.5 0.3

表Ⅳ－24　通信産業に携わる従業者（ケーブルテレビ事業）
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894 100.0 45 5.0 258 28.9 475 53.1 82 9.2 231 2.6 11 1.2
852 100.0 43 5.0 246 28.9 454 53.3 80 9.4 23 2.7 6 0.7
778 100.0 37 4.8 219 28.1 420 54.0 75 9.6 21 2.7 6 0.8
754 100.0 38 5.0 213 28.2 407 54.0 70 9.3 20 2.7 6 0.8
824 100.0 36 4.4 235 28.5 447 54.2 77 9.3 23 2.8 6 0.7
830 100.0 39 4.7 235 28.3 449 54.1 78 9.4 23 2.8 6 0.7
842 100.0 40 4.8 246 29.2 448 53.2 79 9.4 23 2.7 6 0.7
749 100.0 38 5.1 216 28.8 400 53.4 68 9.1 21 2.8 6 0.8

うちソフトウェア開発従事者 617 100.0 30 4.9 182 29.5 322 52.2 60 9.7 17 2.8 6 1.0
830 100.0 42 5.1 241 29.0 442 53.3 76 9.2 23 2.8 6 0.7

うち電気通信関係資格者 726 100.0 130 4.1 210 28.9 391 53.9 70 9.6 19 2.6 6 0.8
756 100.0 35 4.6 216 28.6 141 54.2 71 9.4 18 2.4 6 0.8
739 100.0 34 4.6 210 28.4 399 54.0 70 9.5 20 2.7 6 0.8
241 100.0 5 2.1 66 27.4 137 56.8 19 7.9 10 4.1 4 1.7
764 100.0 34 4.5 209 27.4 420 55.0 72 9.4 21 2.7 8 1.0

事業者数 不足 やや不足区分 適当 やや過剰 過剰
雇用して
いない

その他

全体
常用従業者（正社員）
パートタイム
臨時・季節雇用者

雇
用
別

表Ⅳ－25　人材確保の状況（通信産業全体）　　　　　〔単位：社、％〕

職
種
別
等

新卒者

管理者
事務従事者
営業従事者
研究開発従事者

技術者

販売・サービス技術者
単純作業従事者

414 100.0 23 5.6 123 29.7 220 53.1 29 7.0 12 2.9 7 1.7
398 100.0 22 5.5 118 29.6 209 52.5 28 7.0 12 3.0 9 2.3
355 100.0 18 5.1 106 29.9 187 52.7 24 6.8 11 3.1 9 2.5
354 100.0 18 5.1 108 30.5 187 52.8 22 6.2 10 2.8 9 2.5
377 100.0 16 4.2 112 29.7 201 53.3 27 7.2 12 3.2 9 2.4
375 100.0 17 4.5 110 29.3 200 53.3 27 7.2 12 3.2 9 2.4
381 100.0 19 5.0 114 29.9 201 52.8 26 6.8 12 3.1 9 2.4
356 100.0 19 5.3 109 30.6 184 51.7 24 6.7 11 3.1 9 2.5

うちソフトウェア開発従事者 302 100.0 14 4.6 101 33.4 149 49.3 22 7.3 9 3.0 7 2.3
385 100.0 21 5.5 118 30.6 200 51.9 25 6.5 12 3.1 9 2.3

うち電気通信関係資格者 335 100.0 14 4.2 106 31.6 173 51.6 23 6.9 11 3.3 8 2.4
361 100.0 18 5.0 110 30.5 188 52.1 25 6.9 11 3.0 9 2.5
346 100.0 17 4.9 104 30.1 180 52.0 24 6.9 12 3.5 9 2.6
111 100.0 3 2.7 32 28.8 56 50.5 9 8.1 7 6.3 4 3.6
354 100.0 17 4.8 103 29.1 189 53.4 25 7.1 11 3.1 9 2.5

表Ⅳ－26　人材確保の状況（電気通信事業）     〔単位：社、％〕

職
種
別
等

新卒者

管理者
事務従事者
営業従事者
研究開発従事者

技術者

販売・サービス技術者
単純作業従事者
その他

全体
常用従業者（正社員）
パートタイム
臨時・季節雇用者

雇
用
別

適当 やや過剰 過剰
雇用して
いない

事業者数 不足 やや不足区分

125 100.0 3 2.4 25 20.0 70 56.0 17 13.6 10 8.0 － －
127 100.0 3 2.4 23 18.1 69 54.3 17 13.4 10 7.9 5 3.9
115 100.0 1 0.9 24 20.9 63 54.8 13 11.3 9 7.8 5 4.3
114 100.0 1 0.9 23 20.2 64 56.1 13 11.4 8 7.0 5 4.4
123 100.0 1 0.8 24 19.5 67 54.5 16 13.0 10 8.1 5 4.1
125 100.0 2 1.6 24 19.2 68 54.4 16 12.8 10 8.0 5 4.0
124 100.0 2 1.6 24 19.4 68 54.8 15 12.1 10 8.1 5 4.0
115 100.0 1 0.9 23 20.0 63 54.8 14 12.2 9 7.8 51 4.3

うちソフトウェア開発従事者 96 100.0 － － 23 24.0 51 53.1 12 12.5 7 7.3 3 3.1
126 100.0 3 2.4 24 19.0 68 54.0 16 12.7 10 7.9 5 4.0

うち電気通信関係資格者 115 100.0 1 0.9 24 20.9 62 53.9 14 12.2 10 8.7 4 3.5
122 100.0 1 0.8 25 20.5 66 54.1 16 13.1 9 7.4 5 4.1
115 100.0 1 0.9 23 20.0 62 53.9 14 12.2 10 8.7 5 4.3
35 100.0 － － 6 17.1 16 45.7 6 17.1 6 17.1 1 2.9

123 100.0 2 1.6 24 19.5 68 55.3 15 12.2 9 7.3 5 4.1

事業者数 不足 やや不足区分 適当 やや過剰 過剰
雇用して
いない

その他

全体
常用従業者（正社員）
パートタイム
臨時・季節雇用者

雇
用
別

表Ⅳ－27　人材確保の状況（第一種電気通信事業）　　　　〔単位：社、％〕

職
種
別
等

新卒者

管理者
事務従事者
営業従事者
研究開発従事者

技術者

販売・サービス技術者
単純作業従事者
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32 100.0 4 12.5 15 46.9 9 28.1 2 6.3 1 3.1 1 3.1
30 100.0 4 13.3 15 50.0 8 26.7 1 3.3 1 3.3 1 3.3
28 100.0 4 14.3 12 42.9 9 32.1 1 3.6 1 3.6 1 3.6
31 100.0 4 12.9 15 48.4 9 29.0 1 3.2 1 3.2 1 3.2
30 100.0 3 10.0 14 46.7 9 30.0 2 6.7 1 3.3 1 3.3
29 100.0 3 10.3 13 44.8 9 31.0 2 6.9 1 3.4 1 3.4
31 100.0 3 9.7 15 48.4 9 29.0 2 6.5 1 3.2 1 3.2
28 100.0 4 14.3 12 42.9 9 32.1 1 3.6 1 3.6 1 3.6

うちソフトウェア開発従事者 26 100.0 4 15.4 11 42.3 7 26.9 2 7.7 1 3.8 1 3.8
31 100.0 4 12.9 15 48.4 9 29.0 1 3.2 1 3.2 1 3.2

うち電気通信関係資格者 29 100.0 4 13.8 13 44.8 8 27.6 2 6.9 1 3.4 1 3.4
30 100.0 4 13.3 15 50.0 8 26.7 1 3.3 1 3.3 1 3.3
29 100.0 4 13.8 13 44.8 9 31.0 1 3.4 1 3.4 1 3.4
6 100.0 1 16.7 3 50.0 2 33.3 － － － － － －

29 100.0 4 13.8 13 44.8 9 31.0 1 3.4 1 3.4 1 3.4

表Ⅳ－28　人材確保の状況（特別第二種電気通信事業）　　　　　〔単位：社、％〕

職
種
別
等

新卒者

管理者
事務従事者
営業従事者
研究開発従事者

技術者

販売・サービス技術者
単純作業従事者
その他

全体
常用従業者（正社員）
パートタイム
臨時・季節雇用者

雇
用
別

適当 やや過剰 過剰
雇用して
いない

事業者数 不足 やや不足区分

257 100.0 16 6.2 83 32.3 141 54.9 10 3.9 1 0.4 6 2.3
241 100.0 15 6.2 80 33.2 132 54.8 10 4.1 1 0.4 3 1.2
212 100.0 13 6.1 70 33.0 115 54.2 10 4.7 1 0.5 3 1.4
209 100.0 13 6.2 70 33.5 114 54.5 8 3.8 1 0.5 3 1.4
224 100.0 12 5.4 74 33.0 125 55.8 9 4.0 1 0.4 3 1.3
221 100.0 12 5.4 73 33.0 123 55.7 9 4.1 1 0.5 3 1.4
226 100.0 14 6.2 75 33.2 124 54.9 9 4.0 1 0.4 3 1.3
213 100.0 14 6.6 74 34.7 112 52.6 9 4.2 1 0.5 3 1.4

うちソフトウェア開発従事者 180 100.0 10 5.6 67 37.2 91 50.6 8 4.4 1 0.6 3 1.7
228 100.0 14 6.1 79 34.6 123 53.9 8 3.5 1 0.4 3 1.3

うち電気通信関係資格者 191 100.0 9 4.7 69 36.1 103 53.9 7 3.7 － － 3 1.6
209 100.0 13 6.2 70 33.5 114 54.5 8 3.8 1 0.5 3 1.4
202 100.0 12 5.9 68 33.7 109 54.0 9 4.5 1 0.5 3 1.5
70 100.0 2 2.9 23 32.9 38 54.3 3 4.3 1 1.4 3 4.3

202 100.0 11 5.4 66 32.7 112 55.4 9 4.5 1 0.5 3 1.5

表Ⅳ－29　人材確保の状況（一般第二種電気通信事業）　　　　　〔単位：社、％〕

職
種
別
等

新卒者

管理者
事務従事者
営業従事者
研究開発従事者

技術者

販売・サービス技術者
単純作業従事者
その他

全体
常用従業者（正社員）
パートタイム
臨時・季節雇用者

雇
用
別

適当 やや過剰 過剰
雇用して
いない

事業者数 不足 やや不足区分

480 100.0 22 4.6 135 28.1 255 53.1 53 11.0 12 2.5 3 0.6
480 100.0 21 4.4 128 26.7 245 51.0 52 10.8 12 2.5 22 4.6
448 100.0 19 4.2 113 25.2 233 52.0 51 11.4 11 2.5 21 4.7
421 100.0 20 4.8 105 24.9 220 52.3 48 11.4 11 2.6 17 4.0
473 100.0 20 4.2 123 26.0 246 52.0 50 10.6 12 2.5 22 4.7
480 100.0 22 4.6 125 26.0 249 51.9 51 10.6 12 2.5 21 4.4
487 100.0 21 4.3 132 27.1 247 50.7 53 10.9 12 2.5 22 4.5
416 100.0 19 4.6 107 25.7 216 51.9 44 10.6 11 2.6 19 4.6

うちソフトウェア開発従事者 329 100.0 16 4.9 81 24.6 173 52.6 38 11.6 9 2.7 12 3.6
470 100.0 21 4.5 123 26.2 242 51.5 51 10.9 12 2.6 21 4.5

うち電気通信関係資格者 411 100.0 16 3.9 104 25.3 218 53.0 47 11.4 9 2.2 17 4.1
418 100.0 17 4.1 106 25.4 222 53.1 46 11.0 8 1.9 19 4.5
414 100.0 17 4.1 106 25.6 219 52.9 46 11.1 9 2.2 17 4.1
132 100.0 2 1.5 34 25.8 81 61.4 10 7.6 3 2.3 2 1.5
435 100.0 17 3.9 106 24.4 231 53.1 47 10.8 11 2.5 23 5.3

表Ⅳ－30　人材確保の状況（放送事業）　　　　　〔単位：社、％〕

職
種
別
等

新卒者

管理者
事務従事者
営業従事者
研究開発従事者

技術者

販売・サービス技術者
単純作業従事者
その他

全体
常用従業者（正社員）
パートタイム
臨時・季節雇用者

雇
用
別

適当 やや過剰 過剰
雇用して
いない

事業者数 不足 やや不足区分



53

308 100.0 19 6.2 63 20.5 172 55.8 40 13.0 11 3.6 3 1.0
295 100.0 18 6.1 62 21.0 164 55.6 39 13.2 11 3.7 1 0.3
279 100.0 17 6.1 56 20.1 155 55.6 40 14.3 10 3.6 1 0.4
264 100.0 17 6.4 53 20.1 146 55.3 37 14.0 10 3.8 1 0.4
293 100.0 17 5.8 59 20.1 166 56.7 39 13.3 11 3.8 1 0.3
298 100.0 19 6.4 60 20.1 167 56.0 40 13.4 11 3.7 1 0.3
295 100.0 18 6.1 61 20.7 164 55.6 40 13.6 11 3.7 1 0.3
255 100.0 16 6.3 49 19.2 145 56.9 34 13.3 10 3.9 1 0.4

うちソフトウェア開発従事者 209 100.0 13 6.2 36 17.2 119 56.9 32 15.3 8 3.8 1 0.5
292 100.0 18 6.2 57 19.5 165 56.5 40 13.7 11 3.8 1 0.3

うち電気通信関係資格者 255 100.0 13 5.1 48 18.8 147 57.6 38 14.9 8 3.1 1 0.4
252 100.0 14 5.6 47 18.7 148 58.7 35 13.9 7 2.8 1 0.4
255 100.0 14 5.5 51 20.0 146 57.3 35 13.7 8 3.1 1 0.4
83 100.0 2 2.4 18 21.7 53 63.9 6 7.2 3 3.6 1 1.2

271 100.0 14 5.2 50 18.5 157 57.9 37 13.7 10 3.7 3 1.1

表Ⅳ－31　人材確保の状況（民間放送事業）　　　　　〔単位：社、％〕

職
種
別
等

新卒者

管理者
事務従事者
営業従事者
研究開発従事者

技術者

販売・サービス技術者
単純作業従事者
その他

全体
常用従業者（正社員）
パートタイム
臨時・季節雇用者

雇
用
別

適当 やや過剰 過剰
雇用して
いない

事業者数 不足 やや不足区分

172 100.0 3 1.7 72 41.9 83 48.3 13 7.6 1 0.6 － －
185 100.0 3 1.6 66 35.7 81 43.8 13 7.0 1 0.5 21 11.4
169 100.0 2 1.2 57 33.7 78 46.2 11 6.5 1 0.6 20 11.8
157 100.0 3 1.9 52 33.1 74 47.1 11 7.0 1 0.6 16 10.2
180 100.0 3 1.7 64 35.6 80 44.4 11 6.1 1 0.6 21 11.7
182 100.0 3 1.6 65 35.7 82 45.1 11 6.0 1 0.5 20 11.0
192 100.0 3 1.6 71 37.0 83 43.2 13 6.8 1 0.5 21 10.9
161 100.0 3 1.9 58 36.0 71 44.1 10 6.2 1 0.6 18 11.2

うちソフトウェア開発従事者 120 100.0 3 2.5 45 37.5 54 45.0 6 5.0 1 0.8 11 9.2
178 100.0 3 1.7 66 37.1 77 43.3 11 6.2 1 0.6 20 11.2

うち電気通信関係資格者 156 100.0 3 1.9 56 35.9 71 45.5 9 5.8 1 0.6 16 10.3
166 100.0 3 1.8 59 35.5 74 44.6 11 6.6 1 0.6 18 10.8
159 100.0 3 1.9 55 34.6 73 45.9 11 6.9 1 0.6 16 10.1
49 100.0 － － 16 32.7 28 57.1 4 8.2 － － 1 2.0

164 100.0 3 1.8 56 34.1 74 45.1 10 6.1 1 0.6 20 12.2

表Ⅳ－32　人材確保の状況（ケーブルテレビ事業）　　　　　〔単位：社、％〕

職
種
別
等

新卒者

管理者
事務従事者
営業従事者
研究開発従事者

技術者

販売・サービス技術者
単純作業従事者
その他

全体
常用従業者（正社員）
パートタイム
臨時・季節雇用者

雇
用
別

適当 やや過剰 過剰
雇用して
いない

事業者数 不足 やや不足区分
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